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序     文 
 

ネパールは、人口約2800万人（うち41％以上が15歳以下）を有するが、人口の31％が貧困層

で占められるなど南西アジア地域で最も所得水準の低い後発途上国である。乳児死亡率は53（出

生千対）、妊産婦死亡率は830（出生10万対）、小学生の中退率は21％、女性の成人非識字率は

65％とアジアの中でも保健・教育指標が良くない。栄養不良に起因して、発育不良や甲状腺腫を

患う子どもが多くみられ、公衆衛生上の問題による慢性下痢疾患も深刻である。これら子どもの

栄養・健康上の問題は、学校欠席率、学業成績にも悪影響を与えているとされている。 
我が国は、1992年から2004年まで実施された日本医師会の「学校・地域保健プロジェクト」

と連携して、学校保健個別専門家派遣を行った。同プロジェクトでは、カブレパランチョーク郡

の１市・17村落の学校の水衛生改善、学童児童の保健知識向上、学校・家庭・地域における保健

衛生改善に向けた住民参加型活動の支援を行い一定の成果がみられた。一方、ネパール政府側が

リーダーシップをもって、他地域へ展開していく取り組みが今後の課題・教訓の一つとして残さ

れた。 
2006年、ネパール政府は、「国家学校保健・栄養戦略」を発表するなど、コミュニティの中で

住民にとって身近な公的社会施設として存在する学校を保健活動の場としても活用し、子どもの

健康と栄養状態の改善を国家政策として提唱するにいたった。しかしながら、政策を実施に移し

ていくための中央と地方レベルの関係機関の実施体制強化、並びに「国家学校保健・栄養戦略」

に沿った持続性、そして汎用性の高い学校保健活動モデルの実証が必要とされている。 
このような背景のもと、ネパール政府は、2005年及び2006年に我が国に対し、学校保健・栄

養改善分野への技術協力プロジェクトの実施を要請してきた。これを受けて、JICAは2007年８

月と12月に事前評価調査団を派遣し、ネパール政府及び関係機関と協力計画の策定を行い、2008

年４月に行われたネパール政府関係者との実施協議において、プロジェクトの開始について合意

した。 
本報告書は、事前評価調査及びその後の実施協議の結果を取りまとめたものであり、今後の

プロジェクトの展開に活用されることを願うものである。 
ここに、本調査にご協力いただいた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続

き一層のご支援をお願いする次第である。 
 
平成20年４月 

 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 西脇 英隆 
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略 語 表 
 

略語 英語 日本語 

DACAW 
Decentralized Action for Children and 
Women 

子どもと女性のための分権的行動

（プロジェクト） 

DDC District Development Committee 郡開発委員会 

DEC District Education Committee 郡教育委員会 

DEO District Education Office/Officer 郡教育事務所／長 

DEP District Education Plan 郡教育計画 

DHO District Health Office/Officer 郡保健事務所／長 

DHS Demographic Healthy Survey 人口・促進調査 

DOE Department of Education 教育局 

DoHS Department of Health Services 保健サービス局 

DPHO District Public Health Office/Officer 郡公衆衛生事務所／長 

DSHNCC 
District School Health and Nutrition 
Coordination Committee 

郡学校保健・栄養改善コーディネ

ーション委員会 

EPI Expanded Program on Immunization 拡大予防接種計画 

FCHV Female Community Health Volunteer 
女性コミュニティヘルスボランテ

ィア 

FRESH 
Focusing Resources on Effective School 
Health 

フレッシュ（世界銀行、WHO、

UNESCO、UNICEFなどの連携に

よって構築された包括的な学校保

健のフレームワーク） 

IEC Information, Education and Communication 広報教育・コミュニケーション 

INGO/NGO Non-Governmental Organization 非政府組織 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteer 青年海外協力隊 

MOES Ministry of Education and Sports 教育スポーツ省 

MOHP Ministry of Healh and Population 保健人口省 

MOLD Ministry of Local Development 地方開発省 

NSHNS（A）C 
National School Health and Nutrition 
Steering（Advisory）Committee 

国家学校保健・栄養改善（アドバ

イザリー）委員会 

NTAG Nepal Technical Assistance Group ネパールで活動する非政府組織 

PTA Parents and Teachers Association PTA（父母教師会） 

RC Resource Center リソース・センター 



  

RED Regional Education Directorate 地域教育事務所 

RP Resource Person リソース・パーソン 

S/HP Sub/Health Post  サブ／ヘルスポスト 

SHNC School Health and Nutrition Committee 学校保健・栄養委員会 

SIP School Improvement Plan 学校改善計画 

SMC School Management Committee 学校運営委員会 

VDC Village Development Committee 村落開発委員会 

VDP Village Development Plan 村落開発計画 

VEC Village Education Committee 村落教育委員会 

VEP Village Education Plan 村落教育計画 
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シンドゥパルチョーク郡の郡都チョータラ 保健人口省の既存のIEC教材 

通学中の子どもたち 小学校のトイレ 

PCMワークショップ ミニッツ（M/M）署名 

（第二次事前評価調査） 



 



  

事業事前評価表 
１．案件名 

ネパール国学校保健・栄養改善プロジェクト 
 

２．協力概要 
（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

ネパール国（以下、「ネパール」と記す）の保健セクターでは、栄養不良に起因した子

どもの発育不良や公衆衛生上の問題による疾患等が深刻であり、これら子どもの健康状態

は、学齢児童の学校への出席、成績、進級にも悪影響を与えていることから、学校、行

政、コミュニティ間の協働による学校保健活動の強化を通じた学齢児童の健康状態の改善

が求められている。 
本プロジェクトは、対象２郡において主要な学校保健関係者の学校保健に関する意識と

実施能力の向上、並びに学校における保健サービスの改善を通じて、主に初等教育レベル

の学齢児童の保健・栄養に関する態度や習慣の改善を図るとともに、本プロジェクト終了

後も既存の「国家学校保健・栄養戦略」に基づいた学校保健活動が継続・普及されていく

よう保健人口省と教育スポーツ省の実践的な体制の整備を目的とする。 
 

（２）協力期間 
2008年６月～2012年５月（４年間） 

 
（３）協力総額（日本側） 

3.7億円（概算） 
 
（４）協力相手先機関 

ネパール保健人口省保健サービス局及び教育スポーツ省教育局 
 
（５）国内協力機関 

未定 
 
（６）裨益対象者及び規模、等 

１）直接裨益者 
ａ）中央レベル：保健人口省保健サービス局子ども健康課及び教育スポーツ省教育局管

理課のスタッフ 
ｂ）郡レベル：プロジェクト対象郡（シンドゥパルチョーク郡及び他１郡 

1）の保健事

務所及び教育事務所のスタッフ 

 
 

                                                        
1 他１郡については、先方政府と協議の結果、パルパ郡、シャンジャ郡、パルバット郡の中から討議議事録（R/D）署名まで

に選定する。 

i



  

ｃ）村落レベル：プロジェクト対象郡の小学生（49,889人2）、ノン･フォーマル学級に

通う児童（プロジェクト開始後ベースライン調査でその人数を確認予定）、教員等学

校関係者（1,365人3）、保健医療施設の保健スタッフ（920人4） 
２）間接裨益者 

全国の小学生（4,418,713人5） 
 

３．協力の必要性・位置づけ 
（１）現状及び問題点 

ネパールは人口約2800万人を有するが、人口の31％が貧困層で占められるなど南西アジ

ア地域で最も所得水準の低い後発途上国である。乳児死亡率は53（出生千対）、妊産婦

死亡率は830（出生10万対）、女性の成人非識字率は65％と依然として高い。栄養不良

（女学生の鉄分欠乏症貧血率64％、潜在的ビタミンA欠乏率32％、潜在的ヨード欠乏率

39％）に起因して、発育不良や甲状腺腫を患う子どもが多くみられ、公衆衛生上の問題に

よる慢性下痢疾患も深刻である（思春期女性の腸管寄生虫有体率40％）。 
これらの問題に対してネパール保健人口省は、保健・栄養上の様々な対策を講じてきた

が（ビタミンA配布、鉄分補給、寄生虫駆除等）、乳幼児や妊産婦への対策の優先度が高

く、学齢児童の保健と栄養の改善は後回しになっていた。教育セクターでは、国家開発計

画の一環で、学校数を増やし、初等教育の就学率が80％を超えているが、初等教育レベル

の中退率は21％と高いままであるなど課題を残しており、この課題を解決していくために

は学童の健康・栄養、性別やカーストによる差別を含めた教育の質の改善が必要となって

いる。 
このような状況下、ネパール政府は2006年６月FRESH 

6
 をもとに、国際機関、政府援助

機関、国際NGO等の支援を得て、「国家学校保健・栄養戦略」を作成・発表した。同戦略

は、“Education for All”と“Health for All”の２つの大きな目標を同時に達成できるアプ

ローチとして位置づけられ、保健人口省と教育スポーツ省の二省が署名したものであり、

以下４つの戦略目標を掲げている。 
１）学校保健・栄養サービス利用の改善 
２）学校保健環境改善 
３）保健・栄養に関する態度や習慣の改善 
４）地域社会の支援システムと政策的環境の強化・向上 

しかしながら、「国家学校保健・栄養戦略」が発表されたものの、同戦略を実践に移す

ための体制が整っておらず、本格的な取り組みが遅れているのが現状である。 
 

                                                        
2 シンドゥパルチョーク郡内の正規の小学校に通う学童数（2007年教育スポーツ省統計） 
3 シンドゥパルチョーク郡内の正規の小学校教諭数（2007年教育スポーツ省統計） 
4 シンドゥパルチョーク郡内の医師、看護師、その他保健スタッフ、女性コミュニティ保健ボランティアの人数〔2005年人

口・保健調査（DHS）／保健省District Profiles〕 
5 国内の正規の小学校に通う学童数（2007年教育スポーツ省統計） 
6 FRESH：UNICEF、WHO、世銀が連携して提唱する包括的学校保健の枠組み（Focusing Resources on Effective School 

Health） 
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（２）学校保健分野に関する他ドナーの協力 
UNICEFは、15郡の村落レベルを対象に、子どもの初等教育就学、保健サービスへのア

クセス、妊産婦ケア、衛生環境等の改善を目的として、「子どもと女性のための地方分権

化行動（DACAW）プログラム」を展開しており、村落レベルに配置された村落ファシリ

テーターとコミュニティ代表者が協働で、地域住民の健康を含めた様々な問題に関する現

状分析と解決に向けた住民自身のエンパワーメント強化を支援している。WFPは、西部

及び中西部の11郡を中心に“Education for All”を目的として学校給食プログラムを支援

し、栄養素の高い食物の調達と配布を行っている。 
また、国際NGOの中では、“Save the Children US”が平野部のカイラリ郡、カンチャン

プール郡、シラハ郡の６歳から18歳までの子どもを対象に、寄生虫駆除、ビタミンA等微

量栄養素の配布、健康診断、教員への研修、トイレ建設、小学校運営委員会（SMC）の

キャパシティ・ディベロプメントなどの活動を支援し、“Helen Keller International”がカ

イラリ郡とカンチャンプール郡の子どもと母親を対象に、トラコーマ病に関する知識の向

上、学校と家庭における水へのアクセスの向上やトイレ建設の促進を支援している。 
ネパールでは、このように国連機関や国際NGOによって個々に学校保健に関連したプ

ロジェクトが実施されてきたものの、政府として戦略的に学校保健の推進を図ってきたと

は言いがたく、また各プロジェクトの知見や経験の蓄積と関係者間での共有も十分に行わ

れていないのが現状である。 
 
（３）学校保健分野に関する日本のこれまでの協力 

JICAは、1992年から2004年まで日本医師会との連携で、個別専門家を派遣し「学校・

地域保健プロジェクト」を支援した。また、我が国は、2003年から2005年まで、無償資金

協力「『万人のための教育』支援のための小学校建設計画」を実施し、本プロジェクトの

対象郡の一つでもあるシンドゥパルチョーク郡において学校の校舎、トイレ、リソースセ

ンター等の建設及び改築のために必要な資機材を供与した。 
近年、JICAは技術協力プロジェクト「子どものためのコミュニティ主体型ノンフォー

マル教育（2004-2009）」、草の根技術協力事業「公立小学校教育向上計画（2003-2006）」

並びに「保健行政システムのキャパシティ・ビルディングによるネパールの女性と子ども

の栄養改善計画（2006-2009）」を実施するとともに、技術協力プロジェクト「学校運営改

善支援プロジェクト（2008年開始予定）」及び無償資金協力「第二次『万人のための教

育』支援のための小学校建設計画」を実施する予定（2008年開始予定）である。 
なお、上述した「学校・地域保健プロジェクト」では、カブレパランチョーク郡の１

市・17村落の学校の水場やトイレの改築、学童の保健知識の向上、学校・家庭・地域にお

ける保健衛生改善に向けた住民参加型活動の支援を行い一定の成果が達成されたが、中央

関係省庁を巻き込んだ学校保健に関する制度づくり、他地域へ展開していく取り組みなど

が今後の課題となっている。本プロジェクトでは、これらの経験を踏まえ、保健人口省と

教育スポーツ省において「国家学校保健・栄養戦略」実施のための実践的な体制が整備さ

れるよう支援するとともに、対象２郡において費用対効果の高い学校保健サービスモデル

を開発し、そのモデルの全国展開への準備も視野に入れて、他ドナーを含め関係者と広く
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情報交換することなどを計画している。 
 

４．協力の枠組み 
〔主な項目〕 
（１）協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 
ａ）プロジェクト目標 

・ターゲット郡において、学齢児童（初等教育レベル）の健康と栄養状態が改善す

る。 
・保健人口省と教育スポーツ省によって、「国家学校保健・栄養戦略」実施のための

実践的な体制が整備される。 
ｂ）指標・目標値 

・ターゲット郡の学齢児童の栄養不良と慢性的下痢の減少 
・ターゲット郡の学童の早退、遅刻、欠席の減少 
・ターゲット郡の学童の中退率の減少 
・ターゲット郡の社会的に脆弱な立場に置かれている学童に対する他の学童の態度の

改善 
・学校保健活動を含む学校改善計画（SIP）や村落教育計画（VEP）の増加 

（可能な限り、ジェンダー、民族、カースト別のデータを集計する） 
２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

ａ）上位目標 
ネパールの学齢児童（初等教育レベル）の健康と栄養状態が改善する。 

ｂ）指標・目標値 
・ネパールの学齢児童の栄養不良の減少 
・ネパールの学童の中退率の減少 

（可能な限り、ジェンダー、民族、カースト別のデータを集計する） 
 

（２）成果（アウトプット）と活動 
＜活動＞ 

0-1 以下の委員会を設置する。 
・郡学校保健・栄養調整委員会（DSHNCC） 
・学校保健・栄養委員会（SHNC） 

0-2 各郡の郡保健事務所（DHO）、郡教育事務所（DEO）、郡開発委員会（DDC）、村落

開発委員会（VDC）、学校にフォーカルパーソンを指名する。 
１）成果１ 

学校保健指導パッケージを使い、学校保健・栄養の指導法が改善される。 
＜活動＞ 

1-1 ネパールにおいて現在入手可能な保健・栄養教材をレビューする。 
1-2 以下の2-1、2-2、2-3及び３の活動をレビューし、TOT（Training of Trainers）や
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他の保健・栄養教育の研修のためのマニュアルとガイドラインを開発する。 
２）成果２ 

主要な学校保健関係者の学校保健に関する意識と実行能力が高まる。 
＜活動＞ 

2-1 主要な学校保健関係者の研修のためのTOTを適切な対象者（学校のリソースパー

ソン等）に対して行う。 
2-2 TOT研修修了者がカスケード方式で、教師／ファシリテーターに対して研修を行

う。 
2-3 保健サービス提供者との協力で、教師／ファシリテーターを対象に、保健分野の

新しい情報とサービスを提供するためのフォローアップ研修を行う。 
2-4 郡学校保健・栄養調整委員会による学齢期の子どもと地域住民を対象とした保

健・栄養に関する啓発キャンペーンの計画と実施の支援を行う。 
３）成果３ 

学校における保健サービスが改善される。 
＜活動＞ 

3-1 学校における保健サービスのミニマムパッケージを用意する。 
3-2 郡学校保健・栄養調整委員会が学校保健サービスを実施するためのアクションプ

ランを策定し、実行するのを支援する。 
3-3 郡のプロジェクト対象校が、地域の保健施設と共同で身体測定、寄生虫駆除、破

傷風予防注射、鉄分投与などの学校保健サービスを実施するのを支援する。 
3-4 3-3で実施する学校保健サービスを通して得るデータが、郡レベル及び学校レベ

ルで収集・記録されるよう支援する。 
４）成果４ 

学校保健活動を通して、学齢児童の保健・栄養に関する知識が向上し、態度や習慣 
が改善する。 
＜活動＞ 

4-1 学校運営委員会または学校保健・栄養委員会がコミュニティレベルで教育･保健

の行政担当者、リソースパーソン、教師、保健サービス提供者、コミュニティ組

織などの関係者を巻き込んだワークショップを開催し、コミュニティの保健･栄

養活動のアクションプランを作成することを支援する。 
4-2 指導マニュアルを使った保健授業の実施を支援する。 
4-3 教師、学童、コミュニティ組織との協力で、学校衛生環境の改善を支援する。 
4-4 子どもクラブの活動促進を支援する。 

５）成果５ 
「国家学校保健・栄養戦略」に基づいたアクションプランが、学校と地域の関係者の

協力のもと、郡の関連機関によって体系的に実行・促進される。 
＜活動＞ 

5-1 ターゲット郡の中で、以下の３つのグループを選ぶ。 
・グループA：モデル開発対象校 

v



  

・グループB：モデル普及対象校 
・グループC：正規学校にアクセスできない遠隔地域（ノン・フォーマル学級を

含む） 
5-2 学校保健活動を実施するにあたっての可能性と課題を知るためのベースライン調

査を実施する。 
5-3 学校保健関係者によるワークショップを通して、学校保健活動の実施のためのア

クションプランを策定する。 
5-4 学校保健活動の実施を支援する。 
5-5 学校保健活動のモニタリングツールを開発する。 
5-6 学校運営委員会、学校保健・栄養委員会による学校保健サービスパッケージを含

む学校保健活動をレビューする。 
5-7 身体検査のデータを収集し、分析する。 
5-8 5-6のレビューに基づき、学校保健活動を含めた学校改善計画（SIP）を策定する

よう支援する。 
６）成果６ 

国家学校保健・栄養改善（アドバイザリー）委員会の指導の下、「国家学校保健・栄

養戦略」に基づいた実践的なモデルが作られ、その普及のための計画が中央レベルで作

成される。 
＜活動＞ 

6-1 ワークショップなどを通じて「国家学校保健・栄養戦略」を広め、州・郡事務所

に対して技術的支援をする。 
6-2 学校保健・栄養改善に関する国際NGOやローカルNGOなどの優れた実践例をレ

ビューし、プロジェクトの学校保健・栄養改善活動に反映させる。 
6-3 学校保健指導パッケージを含む既存の学校保健・栄養改善に関する活動を、全国

普及に向けてレビューする。 
6-4 「国家学校保健・栄養戦略」のガイドライン草案をレビューし、プロジェクトや

他の開発パートナーによる実践的な学校保健・栄養改善活動の経験を基に、修正

案を提示する。 
6-5 上記6-2、6-3、6-4のレビューから得た教訓を、実践的モデルとマニュアルに反

映する。 
6-6 実践的モデルを他郡に拡大するためのアクションプランを立てる。 
6-7 学校保健･栄養活動を他郡及び他の開発パートナーに普及するためのワークショ

ップを開催する。 
７）上記成果１）～６）の指標 

・研修を受けた関係者の数 
・研修を受けた関係者の研修前後の知識・技術レベルの比較 
・出席簿の記録が改善した学校の数 
・手洗い実行を進めている学校の数の増加 
・毎日の清掃を実践している学校の数の増加 
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・地域の保健施設との協力で保健教育・身体検査を実践している学校の数 
・地域と学校の協力で保健キャンペーンを実施している学校の数の増加 
・安全な飲料水のある学校の増加 
・学校でおやつ（昼食）を食べる子どもの増加 

（可能な限り、ジェンダー、民族、カースト別のデータを集計） 
 

（３）投入（インプット） 
１）日本側（総額 約3.7億円：概算） 

ａ）専門家派遣 
・長期専門家：チーフアドバイザー、業務調整 
・短期専門家：学校保健、研修計画、教材開発、住民参加ほか 

ｂ）供与教材（研修用機材、車両ほか） 
ｃ）カウンターパート研修（本邦研修、技術交換） 
ｄ）在外事業強化費（研修実施経費、現地コンサルタント活用費ほか） 

２）ネパール側 
ａ）カウンターパート人件費 
ｂ）ワクチンを含む学校での集団予防接種に係る経費、IEC教材、ヨード塩測定器 
ｃ）プロジェクト事務所スペース、事務所維持費（電気代・水道代等） 
ｄ）その他プロジェクト活動経費 

 
（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

１）上位目標達成のための外部条件 
ａ）ネパール政府が「国家学校保健・栄養戦略」の継続的な実施を担保する。 

２）プロジェクト目標達成のための外部条件 
ａ）治安が悪化しない。 
ｂ）政治的・経済的の混乱により、「国家学校保健・栄養戦略」の実施に必要な予算や

人事配置の減少が起らない。 
３）成果達成のための外部条件 

ａ）対象郡において治安が悪化しない。 
ｂ）大きな自然災害が起らない。 
ｃ）政治的・経済的の混乱により、「国家学校保健・栄養戦略」の実施に必要な予算や

人事配置の減少が起らない。 
ｄ）プロジェクトのカウンターパートスタッフが頻繁に変わらない。 

４）プロジェクト実施のための前提条件 
ａ）国家学校保健・栄養改善（アドバイザリー）委員会が設置される。 
ｂ）対象郡において治安が悪化しない。 
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５．評価５項目による評価結果 
以下の視点から評価した結果、本プロジェクトの実施は適当と判断される。 
 

（１）妥当性 
本プロジェクトは以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

１）ネパールの国家政策との整合性 
本プロジェクトは、2006年に保健人口省と教育スポーツ省が共同で採択した「国家学

校保健・栄養戦略」に沿い、その実践の体制づくりに協力するものであり、ネパールの

国家政策と整合している。保健人口省では予防接種、寄生虫駆除、女児対象の鉄剤投与

などの分野で学校での保健サービスを一部開始し、教育スポーツ省は「Education for All
（EFA）プログラム（2004-2009）」で就学率の向上、退学率減少に力を入れている。学

校保健分野は両省の目的が一致しており、本プロジェクトを通じて両省のそれぞれの活

動について相乗効果が上がることが期待される。 
２）我が国の援助政策との整合性 

日本の対ネパール国別援助計画の重点分野の一つに保健分野を含む社会開発分野への

支援があげられている。JICAの対ネパール国別事業実施計画においても、社会サービ

スの充実と住民のエンパワーメントを通じた国民生活の改善が援助重点分野の一つとし

て掲げられている。なかでも本プロジェクトは「人々の健康促進」プログラムに直接貢

献するのみでなく、「公平で質の高い教育機会の普及」プログラム及び「女性・社会的

弱者エンパワーメント」プログラムへも貢献し得ることから、日本の援助政策と合致し

ている。 
３）対象地域のニーズからみた妥当性 

本プロジェクトのターゲット郡であるシンドゥパルチョーク郡は中部山岳地域の中で

退学率などの教育指標が最も悪く、女児の人身売買が多い貧困地域である。また同郡

は、2003～2006年に無償資金協力の「『万人のための教育』支援のための小学校建設計

画」が行われた郡であり、特に女児が学校生活を快適に過ごすために重要なトイレの建

設のための資機材が供与された。また、近隣の郡（ダディン郡、ラスワ郡）では「小学

校運営改善支援プロジェクト」が開始の予定である。これらのプロジェクトとの連携に

よる相乗効果も期待できる。 
 
（２）有効性 

本プロジェクトは以下の理由から有効性が見込める。 
１）プロジェクト目標と成果の関係 

本プロジェクトの実施により、学校における保健・栄養の指導法が改善され（成果

１）、主要な学校保健関係者の学校保健・栄養に関する意識と実行能力が高まり（成果

２）、学校における保健サービスが改善され（成果３）、子どもたちの保健・栄養・衛生

に関する知識が向上し、態度や習慣が改善され（成果４）、さらに郡レベルにおけるア

クションプランが学校と地域の協力のもと体系的に実行・推進される（成果５）こと

で、プロジェクト目標であるターゲット郡の学齢児童の健康と栄養が改善されるという
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目標が達成される見込みである。さらに、中央では「国家学校保健・栄養戦略」に沿っ

た実践的なモデルが作られ、その普及のためのアクションプランが作られる（成果

６）。これにより保健人口省と教育スポーツ省によって「国家学校保健・栄養戦略」実

践のための体制が整備されるという目標の達成に貢献することが見込まれる。 
２）プロジェクト目標の達成可能性 

「国家学校保健・栄養戦略」で設置を計画している「国家学校保健・栄養改善（アド

バイザリー）委員会」は、同委員会の構成メンバーが確定し、その設置について中央省

庁内で承認の手続きが済んでいる。また本プロジェクトでは、保健人口省と教育スポー

ツ省からそれぞれ１名ずつプロジェクトダイレクター及びプロジェクトマネージャーに

任命することが合意された。本プロジェクト開始後は、保健人口省からは本プロジェク

トのための職員１名が追加で配置され、「国家学校保健・栄養改善（アドバイザリー）

委員会」の下に事務局も設置される予定であるなどネパール側の本プロジェクトの実施

体制が整いつつある。 
しかしながら、保健人口省も教育スポーツ省も学校保健・栄養改善分野の重要性を認

識しつつも、ほかに様々なプログラムと業務を抱え、既に人手と時間が足りていないと

いう現実もある。また、ネパールでは制憲議会選挙が2008年４月、それに続いて国政地

方選挙が行われる予定であるが、政治的に不安定で先行きも不透明な状況にある。情勢

の変化に伴い、プロジェクト目標達成のための活動の見直しなど柔軟な対応を迫られる

可能性がある。 
 

（３）効率性 
本プロジェクトは以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

１）既存の郡の体制、制度、サービスの活用 
本プロジェクトは、郡教育事務所のリソースセンター、各学校の学校運営委員会

（SMC）、郡保健事務所のヘルスポスト、サブヘルスポストなどの既存の郡の体制及び

制度を活用する。保健人口省は、寄生虫駆除、予防接種、鉄剤投与などの投入を学校保

健サービスの一環として本格的に実施する意向であり、これらの投入については日本側

の負担の必要がない。さらに、無償資金協力の「『万人のための教育』支援のための小

学校建設計画」で建設されたトイレのある学校では、そのメンテナンスや公衆衛生教育

という側面から、本プロジェクトの中でフォローアップすることで無償資金協力と技術

協力プロジェクト間で相乗効果を上げることも可能である。 
２）既存の教材・ガイドラインの活用 

学校においては保健や栄養に関する授業が既にカリキュラムの中にある。また、これ

までに国際NGO等が開発した指導法や教材も多種存在する。本プロジェクトはこれら

の既存のテキストやガイドラインをレビューしたうえで、教材及び指導法に関する指導

パッケージを作成し活用する計画である。 
３）他ドナー・国際NGOとの連携・協調 

ネパールにおいては、これまでにも国連機関や国際NGOが学校及び地域において

様々な学校保健・栄養分野に関連したプロジェクトを実施してきており、多くの知見や
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経験、データが蓄積されている。本プロジェクトは「国家学校保健・栄養戦略」実践の

ための実施体制の強化を図るべく、他ドナー・国際NGOの経験・データの活用、情報

共有を通じた投入の重複の回避、協調または連携を通じた相乗効果を視野に入れている。

 
（４）インパクト 

本プロジェクトのインパクトは以下のように予測できる。 
１）上位目標達成に貢献するプラスのインパクト 

本プロジェクトの上位目標は「学齢児童の健康と栄養状態が改善する」である。本プ

ロジェクトは対象２郡において学齢児童の健康と栄養の改善を目標としつつ、中央レベ

ルで保健人口省と教育スポーツ省による「国家学校保健・栄養戦略」実践のための実施

体制もめざしていることから、プロジェクト終了後もネパール政府が「国家学校保健・

栄養戦略」を継続的に実践するならば、上位目標の達成が期待できる。 
２）上位目標達成に影響を与えるマイナスのインパクト 

ネパールは政治的に不安定な状況が続いている。2007年12月には暫定議会が第三次暫

定憲法改正を可決し、連邦共和国となることを宣言したばかりである。こうした国の体

制の変化、選挙、地方分権化の動きは郡やコミュニティにおける活動にも影響を及ぼ

し、郡開発事務所、郡教育事務所、郡保健事務所、村落開発委員会等の諸機関の役割分

担の変化もあり得る。こうした要因が本プロジェクトの上位目標の達成に少なからず影

響を与えると予想される。 
 

（５）自立発展性 
本プロジェクトの自立発展性は比較的高いと予測されるが、それを確実にするため下記

留意点に配慮する必要がある。 
１）組織・制度面 

本プロジェクトでは、保健人口省と教育スポーツ省が既に設置を計画している「国家

学校保健・栄養改善（アドバイザリー）委員会」及び郡レベルにおいても同様に設置が

計画されている「郡学校保健・栄養調整委員会」の実施体制能力の強化を行う。 
しかしながら、中央・郡双方のレベルにおいて、現時点で担当行政官の人員体制は弱

く、本プロジェクトの計画通りにカウンターパートが時間を割くことができるかが課題

となることが予想される。 
２）技術面 

本プロジェクトは、可能な限り多くの現地関係者に対して、参加型の研修やワークシ

ョップを行い、研修・ワークショップ参加者が、知識と意識の向上をもとに、計画・モ

ニタリングを主体的に実施できるよう支援する。また、「学校保健・栄養委員会」が主

体となって学校を支援し、学齢児童が家庭やコミュニティで保健活動を行う（子どもク

ラブ活動など）等の住民参加の活動が含まれている。これらの活動の成果は短期間では

現れにくいが、日常生活の中で学齢児童をはじめとした地域住民全体の衛生や栄養に関

する姿勢や行動が生涯にわたって変わっていくことが期待される。 
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３）財政面 
本プロジェクトは既存のリソースを活用した低コストで有効なモデルを開発し、将来

的には全国普及を視野に入れているが、ネパール政府独自の保健予算が限られているた

め、いかに予算（ドナーの資金を含める）を確保して、学校保健活動を継続するかが課

題である。 
 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 
本案件の裨益対象者は、正規の学校に通う学童のみではなく、貧困等の原因から正規教育に

アクセスできずノン･フォーマル学級（Alternative School）に通う子どもも含めている。ま

た、対象校を３グループに分け、貧困地域・遠隔地域の学校を優先するためのグループC（正

規校にアクセス困難な遠隔地域）を設けている。プロジェクトでは、研修、教材内容における

社会・ジェンダー配慮をプロジェクト戦略に含めるとともに、指標となる諸データの集計にお

いても、可能な限りジェンダー、民族、カーストを区別した数値を用いる。 
 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 
1992年から12年間行われたJICAと日本医師会との連携による「学校・地域保健プロジェク

ト」は、その中間点で行われた外部委託調査報告書などによると、プロジェクト後半において

ローカルNGOや住民グループ等現地リソースを活用し、効率性と自立発展性の改善を図った

とされている。さらに、同報告書は保健人口省と教育スポーツ省の連携・協働の重要性を指摘

している。本プロジェクトは、中央、郡、学校（地域）などの既存の制度や体制を活用するこ

とにより効率性と自立発展性を高めるとともに、保健人口省と教育スポーツ省の両省をカウン

ターパートにすることによって、２省庁の連携と協働がその基本となるように設計されてお

り、過去の類似プロジェクトからの教訓を積極的に活用している。 
 

８．今後の評価計画 
（１）中間評価：2009年４月頃 
（２）終了時評価：2011年10月頃 
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第１章 第一次事前評価調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ネパール国（以下、「ネパール」と記す）は人口約2800万人（内41％以上が15歳以下）を有す

るが、人口の31％が貧困層（2004年世銀）で占められるなど南西アジア地域で最も所得水準の低

い後発途上国である。乳児死亡率は53（出生千対）、妊産婦死亡率は830（出生10万対）、小学生

の中退率は21％、女性の成人非識字率は65％とアジアの中でも保健・教育指標は悪い。栄養不良

（女学生の鉄分欠乏症貧血率64％、潜在的ビタミンA欠乏率32％、潜在的ヨード欠乏率39％）に

起因して、発育不良や甲状腺腫を患う子どもが多くみられ、公衆衛生上の問題による慢性下痢疾

患も深刻である（思春期女性の腸管寄生虫有体率40％）。これら子どもの栄養・健康状態は、学

齢児童の学校の出席、成績、進級にも悪影響を与えている。 
我が国は、1992年から2004年まで実施された日本医師会の「学校・地域保健プロジェクト」

と連携して学校保健個別専門家派遣を行った。同プロジェクトでは、カブレパランチョーク郡の

１市・17村落の学校の水衛生改善、学童児童の保健知識向上、学校・家庭・地域における保健衛

生改善に向けた住民参加型活動の支援を行い一定の成果がみられた。一方、中央関係省庁ととも

に他地域へ展開していく取り組みが今後の課題・教訓の一つとして残された。 
2006年、ネパール保健人口省と教育スポーツ省は「国家学校保健・栄養戦略」を発表し、４

つの戦略目標  
1

 を掲げて、５歳から17歳までの学齢児童の健康と栄養状態の改善をめざしている。 
ネパール政府（保健人口省）は、2005年及び2006年に日本政府に対し、「学校・地域の保健・

栄養改善プロジェクト」を要請し、日本政府は同要請に基づき、本案件を採択し、2007年度事前

評価調査を実施することとした。 
本事前評価調査の目的は下記のとおり。 
 

（１）ネパール側の学校保健・栄養分野に係るニーズ等の確認 
 
（２）「国家学校保健・栄養戦略」を踏まえ、保健人口省と教育スポーツ省における実施体制並

びにその協働・体制づくりの可能性の確認 
 
（３）プロジェクト目標、成果、ターゲットグループ、対象地域などプロジェクトの枠組みにつ

いての協議 
 
（４）合意事項を取りまとめた協議議事録（Minutes of Meetings：M/M）の署名交換 

                                                        
1 ①学齢児童による学校保健・栄養サービスの利用が向上する。②学校の衛生環境が改善する。③健康と栄養に対する（学

齢児童、両親、住民全体の）態度・行動が改善する。④学校保健・栄養のための政策とコミュニティ支援システムが改善

する。 

－1－



  

１－２ 調査団構成 

担当分野 氏名 所属先 派遣期間 

団長／総括 石井 羊次郎 JICA人間開発部第三グループ長 2007.8.12-8.19 

学校保健 小林 和恵 国際基督教大学教育研究所研究員 8.4-8.19 

栄養改善 力丸 徹 JICA国際協力専門員 8.12-8.19 

参加型開発 石井 菜穂子 JICA人間開発部第三グループ 
母子保健チームジュニア専門員 

8.4-8.19 

協力企画 久保倉 健 JICA人間開発部第三グループ 
母子保健チーム職員 

8.4-8.19 

 
１－３ 調査日程 

2007年８月４日～８月19日まで。 
 月日 曜日 時間 団長･総括 栄養改善 学校保健、参加型開発、協力企画 

１ ８月４日 土   PM：東京→バンコク 
２ ８月５日 日 15：00  AM：バンコク→カトマンズ 

PM：JICAネパール事務所担当所員との打合せ 
10：00  JICAネパール事務所担当所員・企画調査員との会

合 
11：00  保健サービス局（Dr. Pradhan, Director, Child Health 

Division）との会合 
12：00  保健サービス局（Mr. Pokhreal, Chief, Nutrition 

Section）との会合 

３ ８月６日 月 

15：00  教育局（Mr. Pandey, Director, Administration 
Division）との会合 

４ ８月７日 火 終日  シンドゥパルチョーク郡保健事務所、教育事務所

との会合、並びに小学校訪問 
５ ８月８日 水 終日  ルパンディヒ郡保健事務所、教育事務所、開発委

員会との会合、並びに小学校訪問 
AM  ルパンディヒ→カトマンズ移動 ６ ８月９日 木 

15：00  INGO「Helen Keller International」との会合、JICA
事務所ナショナルスタッフ（教育担当）との会合

11：00  保健サービス局（Mr. Pokhreal, Chief, Nutrition 
Section）と教育局（Mr. Shah, Deputy Director, 
Educational Material Management Section）との会合

７ ８月10日 金 

16：00  UNICEFとの会合 
８ ８月11日 土 終日 パキスタン

発 
イ エ メ ン

発 
PCMワークショップ準備、国家学校保健・栄養戦

略作成に従事した現地コンサルタントへのインタ

ビュー 
AM カトマンズ着    PCMワークショップ ９ ８月12日 日 
PM PCMワークショップ 

10：00 保健サービス局（Mr. Pokhreal, Chief, Nutrition Section）との会合 
12：00 教育局（Mr. Nepal, Director General）との会合 
14：00 在ネパール日本国大使館との会合 

10 ８月13日 月 

15：00 JICAネパール事務所及び団員間の打合せ 
11 ８月14日 火 9：30 Child Fund Japanとの会合（JICA草の根技術協力事業「保健行政システムの

キャパシティ・ビルディングによるネパールの女性と子供の栄養改善計
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画」に関するブリーフ） 
11：00 保健サービス局（Mr. Pokhreal, Chief, Nutrition Section）と教育局（Mr. Shah, 

Deputy Director, Educational Material Management Section）との会合 
15：00 WFPとの会合 
9：00 団内打合せ（プロジェクト枠組み・アプローチについて） 

11：00 Save the Children USとの会合 
14：00 保健サービス局（Mr. Pokhreal, Chief, Nutrition Section）と教育局（Mr. Shah, 

Deputy Director, Educational Material Management Section）との会合 
16：00 UNESCOとの会合 

12 ８月15日 水 

18：00 団内打合せ（M/M案について） 
9：00 保健サービス局、教育局へM/M案の提出、団内打合せ（M/M案について）

13：00 JICAネパール事務所長との会合 
15：00 WHOとの会合 
16：00 プラン・インターナショナルとの会合 

13 ８月16日 木 

17：30 保健サービス局（Dr. Ojha, Director General）との会合 
10：00 保健サービス局、教育局へM/M修正案の提出、団内打合せ（プロジェクト

の成果案について） 
14：30 JICAネパール事務所への帰国報告 
16：00 在ネパール日本国大使館への帰国報告 

14 ８月17日 金 

17：30 M/M署名 
15 ８月18日 土  カトマンズ発 
16 ８月19日 日  東京着 イエメン着    東京着 

 
１－４ 主要面談者 

（１）ネパール側関係者 
１）保健人口省保健サービス局（Department of Health Services：DoHS, Ministry of Health and 

Population：MOHP） 
Dr. Pradhan Y. V. Director, Child Health Division 
Mr. Raj Kumar Pokharel Chief, Nutrition Section, Child Health Division 
Ms. Sharada Pandey Chief, Leprosy Control Program 
Mr. Lila Bikram Thapa Nutrition Section Officer, Child Health Division 
Dr. B Acharya IMCI Section Officer, Child Health Division 

２）教育スポーツ省教育局（Department of Education：DOE, Ministry of Education and 
Sports：MOES） 
Mr. Prakash Raj Pandey Director, Administrative Division, DOE 
Mr. Hari Lamsal Deputy Director, Budget and Planning Section, DOE 
Mr. Pramod K. Shah Deputy Director, Educational Material Management 
 Section, DOE 
Mr. Radha Krishna Ghimire  Section Officer, School Service Section, MOES 
Mr. Harka Shrestha Controller of Examination, Office of Examination Controller, 
 MOES 

３）郡保健事務所（District Health Office：DHO） 
Dr. Nanda K Shikarmi District Health Officer, DHO of Sindhupalchok  

－3－



  

Dr. Ram Chandra Khanal Public Health Administrator, DPHO of Rupandehi 
４）郡教育事務所（District Education Office：DEO） 

Mr. Badri Poudel Administration Section Officer, Sindhupalchok 
Mr. Govinda Sedai Planning Section Officer, Sindhupalchok 
Mr. Hari Poudel Administration & Exam Section Officer, Rupandehi 
Mr. Ambika Acharya School Administration Section Officer, Rupandehi 
Mr. Manoj Kumar Gaire School Supervisor, Rupandehi 

５）郡開発委員会（District Development Committee：DDC） 
Mr. Upendra Raj Gyawalee Program Officer, DDC Office of Rupandehi 

 
（２）ドナー関係者 

Ms. Eriko Onoda Planning Officer, UNICEF 
Mr. Pragya Mathema Project Officer, Health and Nutrition Section, UNICEF 
Ms. Sabina Joshi Project Officer, Education Section, UNICEF 
Mr. Willem Thuring Head of Programme, WPF 
Mr. Leela Raj Upadhyay C/P Coordinator, WFP 
Mr. Tap Raj Pant National Program Officer, UNESCO 
Dr. Neena Khadka Health Team Leader, Save the Children US 
Ms. Naramaya Limbu Program Director, Save the Children US 
Mr. Gopi Sapkota Officer in Charge, Helen Keller International 
Ms. Meenu Shrestha Office Manager, Helen Keller International 
Mr. Kedar Baral Plan International Nepal 
Ms. Nozomi Yoshida Project Manager, Child Fund Japan（JICA草の根技術協力

 事業「保健行政システムのキャパシティ・ビルディン

 グによるネパールの女性と子供の栄養改善計画」） 
 
（３）日本側関係者 

１）在ネパール日本国大使館 
冨田 晃次 一等書記官 

２）JICAネパール事務所 
吉浦 伸二 所 長 
福田 義夫 次 長 
津守 祐亮 所 員 
小林 健一郎 所 員 
澁谷 美兒 企画調査員 
Ms. Laxmi Konwar Program Officer 
Mr. Krishna P. Lamsal Program Officer 
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第２章 第一次事前評価調査結果 
 
２－１ 総 括 

日本政府は、ネパール政府（保健人口省）による「学校・地域の保健・栄養改善プロジェク

ト」の要請を採択し、JICAは同プロジェクトに関してネパール側のニーズ、実施体制、プロジ

ェクトの枠組み等について確認するため、2007年８月４日から19日にかけて事前評価調査を実施

した。本件要請は、2006年の「国家学校保健・栄養戦略」策定前に提出され、かつネパール保健

人口省保健サービス局子ども健康課栄養セクションが主体となって作成されたため、栄養改善に

大きくフォーカスしたプロジェクト内容であり、教育スポーツ省との連携や学校保健に係る制度

強化といった視点は十分組み込まれていなかった。JICAは「国家学校保健・栄養戦略」が策定

されたことを考慮し、本事前評価調査ではより包括的な学校保健プロジェクト形成の可能性を念

頭において、保健人口省及び教育スポーツ省との協議に臨んだ。 
中央及び地方レベルでの協議の結果、学校保健をとりまく現状とプロジェクト形成に向けた

今後の課題が明確となった。2006年に策定された「国家学校保健・栄養戦略」は、教育スポーツ

省のみならず保健人口省内においても、十分に周知されていないうえ、両省における学校保健の

プライオリティは必ずしも高くない。また、ターゲット候補郡の郡保健事務所及び郡教育事務所

では、国家戦略の存在すら認識されていない。国家戦略で規定している中央レベルでの「国家学

校保健・栄養改善（アドバイザリー）委員会（National School Health and Nutrition Steering
（Advisory）Committee：NSHNS（A）C）」及び郡レベルでの「郡学校保健・栄養改善コーディ

ネーション委員会（District School Health and Nutrition Coordination Committee：DSHNCC）」は、

まだ設立されていない。 
保健人口省は、従来５歳未満の乳幼児と妊産婦を事業のメインターゲットとしており、微量

栄養素の配布、寄生虫駆除といった一部の活動を除いて、学齢児童への支援は不足している。ま

た、学齢児童の健康・栄養状態に関する全国的統計データも、圧倒的に少ない。 
一方、教育スポーツ省では、カリキュラムに健康教育が組み込まれているが、特に中等教育

レベルでは、同分野に習熟した教員が不足しており、満足な授業は行われていない模様である。 
このようにネパールでは、保健人口省と教育スポーツ省それぞれのラインの本来業務に、す

でに学校保健に係る活動が一部含まれているが、両省間で連携することなく別々のラインで行わ

れており、国家戦略を踏まえた事業の整理や体系化はなされていない。 
「国家学校保健・栄養戦略」は、INGOのイニシアティブの下で策定された経緯があることか

ら、現在主にSave the Children US、Plan International Nepal、Helen Keller Internationalといった

INGOが戦略を踏まえた活動を郡レベルで試行的に開始している。各INGOやドナー機関が、それ

ぞれ個別に学校保健担当部署（保健人口省保健サービス局子ども健康課栄養セクションが窓口と

なることが多い）にアプローチして活動計画を立てているが、少人数の栄養セクションでは、各

ドナーやINGOの活動を戦略的に連携・調整する機能、グッドプラクティスや教訓を蓄積する機

能が弱いのが現状である。 
このような学校保健に係る現状にかんがみ、調査団は候補ターゲット郡における実践的学校

保健活動に加え、中央レベルにおいて学校保健に関する各INGO活動の知見蓄積、関係省庁間並

びに中央・地方行政機関間の調整機能を含む実施体制整備が必要との考えに至った。そこで調査

団は「国家学校保健・栄養戦略」に基づき、保健人口省と教育スポーツ省の連携による学校保健
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実施体制づくりの視点を提示し、プロジェクトの大まかな枠組み（上位目標、プロジェクト目標、

成果）と中央の実施体制について、保健人口省及び教育スポーツ省と合意に至った。 
このように本事前評価調査では、ネパール側の実情を踏まえ当初保健人口省から提出された

要請内容に修正を加えたプロジェクトデザインをめざしたこともあり、保健人口省と教育スポー

ツ省といった２つの関連省庁との協議と合意形成に時間を要した。したがって、本事前評価調査

結果を踏まえ、今後第二次事前評価調査を12月に実施し、さらに情報を収集・精査したうえで、

具体的な活動や指標等を検討し、Project Design Matrix（PDM）と実施計画（Plan of Operation：
PO）を作成することとした。 
 
２－２ 協議結果概要 

（１）プロジェクト対象郡について 
プロジェクト対象郡について、調査団は第一次事前評価調査時点での候補郡であるルパ

ンデヒ、シンドゥパルチョークの２郡における郡レベル及び学校現場での学校保健活動の実

施体制と実施状況を確認した。しかしながら、プロジェクト対象郡の最終決定については、

現地の治安状況を勘案しつつさらに調査検討し、先方と協議のうえ、討議議事録（Record of 
Discussions：R/D）署名までに下記の基準に基づき選定することとした。 
１）治安状況 
２）政府や他ドナーによる活動が集中していない郡 
３）首都カトマンズからのアクセス 
４）タライ地域から１郡、丘陵・山岳地域から１郡（ただし、治安状況を勘案） 

 
（２）裨益対象者について 

小学校の児童（１年生～５年生）を主な対象とするが、対象校の現状（特に、小学校に

中学校が併設されている場合）と教育制度改革の進捗に応じて、中学校レベル（６年生～８

年生）の生徒も対象から除外しないこととした。 
 
（３）プロジェクト実施体制について 

保健人口省及び教育スポーツ省との協議を経て、プロジェクト実施に係るネパール側の

実施機関について、下記のとおり合意した。 
１）中央レベル：保健人口省保健サービス局（フォーカルポイント：子ども健康課栄養セク

ション）、教育スポーツ省教育局（フォーカルポイント：管理課教材管理セクション） 
２）郡レベル：郡保健事務所、郡教育事務所 

 
「国家学校保健・栄養戦略」の推進には、保健人口省、教育スポーツ省の両省にまたが

る体制を整備し、両省の緊密な連携協力を図ることが不可欠のため、「国家学校保健・栄養

戦略」で規定されている「国家学校保健・栄養改善（アドバイザリー）委員会」〔NSHNS
（A）C〕の早急な設立について合意した。また、調査団の提案により、プロジェクト開始

までにNSHNS（A）Cの下で実際に国家戦略を推進していく事務局を設置することについて

も合意した。 
本プロジェクトの合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）については、新た
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に個別の委員会を設置せず、NSHNS（A）C及び事務局の下で、レビューミーティングを１

年に１回程度開催することとした。 
 

（４）プロジェクトの枠組みについて 
保健人口省・教育スポーツ省の関係部局との協議及びPCMワークショップ（関係者分析、

目的分析）を踏まえ、プロジェクトの枠組みについて、付属資料Ⅰの３．M/Mのとおりに

合意した。プロジェクトの骨子は、下記のとおりである。プロジェクト概念図を図２－１に

示す。 
１）上位目標 

学齢児童の健康と栄養状態が改善する。 
２）プロジェクト目標 

・ターゲット郡において学童の健康と栄養状態が改善する。 
・保健人口省と教育スポーツ省によって、国家学校保健・栄養戦略実施のための実践的

な体制が整備される。 
３）成果（案） 

１．ターゲット郡の学校内において、保健・栄養活動が学校運営委員会（または学校保

健・栄養委員会が設置された場合は同委員会）による運営管理、並びに地方行政機

関と周辺コミュニティによる学校への支援を通じて実践されるようになる。 
２．ターゲット郡において、国家学校保健・栄養戦略に沿った具体的活動が、郡の関係

行政機関によって計画・モニタリング・実施されるようになる。 
３．国家学校保健・栄養改善（アドバイザリー）委員会の下、国家学校保健・栄養戦略

の実施に関する進捗確認・調整を行う事務局、またはタスクフォースが設置され機

能するようになる。 
４）活動・投入 

ネパール政府関係機関とJICAが引き続き調査・協議を行ったうえで、R/D署名前までに

確定することとする。 
 
（５）事前調査の継続 

保健人口省、教育スポーツ省及びJICAは、今回の調査結果を踏まえ、ターゲット候補郡

における詳細な状況を確認し、プロジェクトに必要な具体的活動や指標を確定してPDM及

びPOを策定するため、第二次事前調査を実施することとした。 
 
 

－7－



  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図
２

－
１

 
ネ

パ
ー

ル
新

規
技

術
協

力
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
（

学
校

・
地

域
の

保
健

・
栄

養
改

善
）

概
念

図
 

上
位

目
標

：
学

齢
児
童

の
健

康
と
栄

養
状

態
が
改

善
す

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標
：

タ
ー
ゲ

ッ
ト
郡

の
学

童
の
健

康
と

栄
養
状

態
が

改
善
す

る
。

保
健
人

口
省
と

教
育

ス
ポ
ー

ツ
省

に
よ
っ

て
、

国
家
学

校
保

健
・
栄

養
戦

略
実
施

の
た

め
の
実

践
的

な
体
制

が
整

備
さ
れ

る
。

対
象

地
域

：
丘

陵
/
山

岳
部

か
ら

1
～

２
郡

（
シ
ン

ド
ゥ

パ
ル
チ

ョ
ク
郡

が
候

補
）

主
な

裨
益

グ
ル

ー
プ
：

1
年
生

～
5
年
生

の
小

学
生

郡
保

健
事

務
所

教
育

ス
ポ

ー
ツ
省

郡
教
育

事
務

所

成
果

１
（

学
校
レ

ベ
ル

）
：

・
保

健
従

事
者

か
ら

の
学

校
に

　
対

す
る

保
健

サ
ー

ビ
ス
強

化
・

学
校

関
係

者
の
保

健
活

動
へ

の
　

理
解

・
支

援
・

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ
か

ら
の

学
校

　
保

健
活

動
へ

の
支

援

成
果

３
（

中
央
レ

ベ
ル

）
：

国
家

学
校

保
健

・
栄

養
戦

略
実

施
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
調

整
機

能
の

強
化

　
　

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

ヘ
ル

ス
セ

ン
タ

ー

連
携

リ
ソ

ー
ス
セ

ン
タ

ー

成
果

２
（

郡
レ

ベ
ル
）

：
国

家
戦

略
に

沿
っ

た
学

校
保

健
活

動
の

計
画

・
実

施
・

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

能
力

の
強

化

ヘ
ル

ス
ポ

ス
ト

サ
ブ

ヘ
ル

ス
ポ

ス
ト

保
健

サ
ー

ビ
ス

局
C
h
i
l
d
 
H
e
a
l
t
h
 
D
i
v

N
u
t
r
i
t
i
o
n
 
S
e
c

教
育

局
A
d
m
i
n
i
s
t
r
a
t
i
o
n
 
D
i
v

E
d
u
c
a
t
i
o
n
a
l
 
M
a
t
e
r
i
a
l

M
a
n
a
g
e
m
e
n
t
 
S
e
c

小
学

校

学
校

運
営

委
員

会
（

SM
C）

学
校

改
善

計
画

（
S
I
P
)
の

提
出

保
健

人
口

省

国
家

学
校
保

健
・

栄
養
ア

ド
バ
イ

ザ
リ

ー
委
員

会

事
務
局

/タ
ス
ク

フ
ォ

ー
ス

戦
略

・
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

普
及

・
推

進

グ
ッ

ド
プ

ラ
ク

テ
ィ

ス
の

蓄
積

JI
CA

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

UN
IC

EF
、

WF
P等

他
ド

ナ
ー

、
Sa

ve
 t

he
Ch

il
dr

en
、

He
le

n 
Ke

ll
er

等
IN

GO
に

よ
る

学
校

保
健

関
連

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

（
シ

ン
ド

ゥ
パ

ル
チ

ョ
ー

ク
郡

が
候

補
）

 

国
家

学
校

保
健

・
栄

養
改

善

（
ア

ド
バ

イ
ザ

リ
ー

）
委

員
会

 

－8－



  

２－３ プロジェクト戦略 

学校保健と栄養改善をとりまく現状と課題、及び保健人口省と教育スポーツ省との協議を踏

まえ、事前評価調査団は下記のプロジェクト戦略を立てた。 
 

（１）学校保健活動推進体制強化への取り組み 
本プロジェクトでは、「国家学校保健・栄養戦略」推進体制強化のため、地方レベルでの

実践的学校保健活動と中央レベルでの学校保健推進・統括体制づくりの相互強化を重要視し、

中央政府レベルと郡レベル双方へのアプローチを同時に図っていく。つまり、郡レベルで

「国家学校保健・栄養戦略」に基づいた学校保健活動の計画・モニタリング機能が強化され

ると同時に、学校レベルで学校保健活動が実施され、ターゲット郡における学童の健康と栄

養状態の改善をめざす。一方で、これまで実施してきた当該分野への他ドナー・NGO等の

協力の成果が、活動サイトの限られた地区のみにとどまる傾向が見受けられることから、本

プロジェクトではプロジェクト終了後の全国展開及び活動の継続性も視野に入れて、中央レ

ベルで「国家学校保健・栄養戦略」推進体制が整備されることをめざす。NSHNS（A）C下

の事務局は、両省をつなぐ支援を行うとともに、学校保健活動を体系的に取りまとめ、グッ

ドプラクティスや教訓等の知見を蓄積していく。 
 
（２）保健人口省と教育スポーツ省の連携促進 

学校保健活動の推進には、保健人口省と教育スポーツ省間の連携が不可欠であるが、現

在同分野に係る両省の連携協力はほとんどない。本プロジェクトでは、プロジェクト終了後

の全国展開及び学校保健活動の継続性も視野に入れ、両省を積極的につなぐ支援を行う。中

央レベルのNSHNS（A）Cの下に設置予定の事務局において、選任のコーディネーター及び

JICA専門家が、両省をつなぐ役割を担っていく。 
 
（３）開発パートナーとの連携 

ネパールにおいて、学校保健の推進がSave the Children US、Plan International Nepalといっ

たINGOを中心に行われていることが確認された。また、UNICEF、WFP等の国連機関も、

学齢児童に対する支援を実施しているため、これらの開発パートナーとの連携協調を図って

いく。特に、学校保健分野にかかわるINGO/NGOを中心に、学校保健ワーキンググループが

近々設立されることになっている。保健人口省がグループのホストとなり、NGOだけでな

くドナー機関も参加可能なため、プロジェクト開始までにJICAもメンバーとなって、積極

的な情報共有・連携協調を図っていく。 
 
（４）中央レベルにおける連携調整・学校保健分野の知見蓄積への取り組み 

上述した（３）に関連して、ネパールにおける学校保健分野の推進は、INGOを中心に行

われており、現場レベルの活動はINGOからローカルNGOに委託されている。各団体の活動

は郡レベルで個別に行われており、中央政府レベルでその知見はあまり共有されていないう

え、戦略的な連携調整が図られていないため、個々の活動が点に終始しているようである。

政府援助機関であるJICAとして学校保健分野に取り組むに際し、中央省庁と協働できる

ODAの強みを生かし、中央レベルで、各団体の活動の連携調整を図りながら、知見の蓄積
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から全国展開へのモデルづくりに取り組んでいく。 
 
（５）JICA「小学校運営改善支援プロジェクト」との連携 

先行している小学校運営改善支援プロジェクトとは、 
・対象郡の選定基準が異なること 
・同一郡内に目的の異なる二事業が実施されることにより、カウンターパート機関である郡

教育事務所のカウンターパート人材を含めた投入やアドミニストレーションに係る負担

が多大となる可能性があること 
の理由から、混乱を避けるため、それぞれ異なる対象郡を選定することとする。しかしなが

ら一方で、「小学校運営改善支援プロジェクト」の対象郡と「学校・地域の保健・栄養改善

プロジェクト」の対象予定郡の一つであるシンドゥパルチョーク郡は地理的に近い位置にあ

るため、連携調整によって、協力の相乗効果を上げることが可能である。 
「学校・地域の保健・栄養改善プロジェクト」については、まだ具体的な活動内容が未

確定の段階であるが、例えば以下のような連携活動の実施により、両案件の相乗効果が見込

まれる。 
１）学校レベル及び地域レベルでの連携例 

・学校改善計画（School Improvement Plan：SIP）研修において、学校保健に関する改善活

動を事例として取り上げる（「学校・地域の保健・栄養改善プロジェクト」側の支援） 
・学校保健・栄養改善研修において、学校における保健・栄養改善活動と地域住民との

連携のノウハウを提供する（「小学校運営改善支援プロジェクト」側の支援） 
・学校保健に関する郡レベル・村レベルの計画策定にあたり、計画策定のノウハウを提

供する（「小学校運営改善支援プロジェクト」側の支援） 
２）中央政府レベルでの連携例 

・教育スポーツ省、保健人口省それぞれに配置される専門家による中央レベルでの政策

提案の整合性の確保 
 
２－４ 今後に向けた課題と提言 

２－４－１ プロジェクト形成に向けた今後の課題 
（１）プロジェクト名称 

本プロジェクトの協力内容を明確にするとともに、英文名“School Health and Nutrition 
Project”（仮称）との整合性を考慮し、現行仮称「学校・地域の保健・栄養改善プロジェ

クト」から「学校保健プロジェクト（または学校保健・栄養改善プロジェクト）」等とす

ることについて、日本側関係者間で検討し、プロジェクト開始前までに合意の必要があ

る。 
 

（２）ターゲット郡の選定 
丘陵／山岳部のシンドゥパルチョーク、平野部のルパンディヒの２郡を候補ターゲッ

ト郡としていたが、平野部では保健・教育指標も比較的良く、ドナーからの支援も手厚

いチトワン郡を除いて、国連の治安警報がすべての郡でレベル３に引き上げられたこと

から、ターゲット郡を丘陵／山岳部から１郡のみとすることについて、日本側関係者並
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びにネパール側関係者と合意形成しておく必要がある。 
 

（３）専門家派遣候補の検討 
中央レベルでは保健／教育分野の専門家と関係機関との調整に長けた調整員の長期２

名体制が考えられるとともに、継続的に短期専門家として派遣協力が期待できる人材の

確保も必要である。保健分野の専門家は、過去「ネパール国プライマリーヘルスケアプ

ロジェクト」に埼玉県で参画した医療関係者OB、協力隊保健関係OB等のリクルートを検

討する。 
 

（４）中央政府におけるプロジェクト実施体制の確立 
「国家学校保健・栄養戦略」の推進には、保健人口省、教育スポーツ省の両省にまた

がる体制整備を図ることから、両省の緊密な連携協力が不可欠である。本調査で合意し

た「国家学校保健・栄養改善（アドバイザリー）委員会」及び事務局が、プロジェクト

開始前までに設立されるよう働きかける必要がある。 
 

（５）具体的活動内容の確認 
プロジェクトの具体的活動については、「国家学校保健・栄養戦略」に学童の健康診断、

学校給食、学校菜園等の活動案が提示されているが、本プロジェクトにおける具体的活

動内容については、ターゲット郡の確定に合わせて現地事情を考慮し、保健人口省、教

育スポーツ省と協議し決定する。 
 

（６）無償資金協力「小学校建設計画」との連携 
ネパールの教育分野における無償資金協力として、資機材調達型の「小学校建設」が

行われている。同計画において、2003～2005年にシンドゥパルチョーク郡内の対象校に

対して、トイレを含む施設整備に必要な資機材が供与され、合計88校が受益している。

無償資金協力によって整備された小学校を、積極的にプロジェクト対象校とするなど、

学校レベルでの具体的な連携のあり方について検討していく必要がある。 
また、「第二次小学校建設計画」の基礎調査が2007年９月上旬に行われ、ルパンディヒ

郡が候補郡の一つとされている。ルパンディヒ郡をプロジェクト対象郡とする場合は、

同調査とも引き続き情報交換を行っていく必要がある。 
 

（７）国際機関・INGO等との連携 
前述のとおり、国際機関・INGOの多くが学校保健関連事業に携わっているため、それ

ら機関との連携協調を積極的に図っていく必要がある。例えば、11月に学校保健・栄養

戦略関係者会議（同戦略を実施に移していくためのキックオフミーティング）が、Save 
the Children USのイニシアティブのもと開催されるが、JICAの積極的参加が望まれる。ま

た、学校保健にかかわるINGO/NGOを中心に、学校保健ワーキンググループが近々設立さ

れる予定がある。保健人口省がグループのホストとなり、NGOだけでなくドナー機関も

参加可能なため、JICAもメンバーとなって積極的な連携協調を図っていく必要がある。 
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（８）ローカルNGOの活用の検討 
地域レベルで具体的活動をしているローカルNGOの活用について、検討の必要がある。

ネパールで学校保健活動を実施しているINGOは、郡・コミュニティレベルでの活動を、

ローカルNGOに委託してプロジェクトを実施しているため、そのノウハウはローカル

NGO側に多く蓄積されていることが考えられる。特に、保健人口省からの本プロジェク

ト要請書には、INGOの活用が記載されている。Helen Keller International等のINGOやロー

カルNGO活用の有無については、今後引き続き検討し、ターゲット郡での活動を直営で

実施するのか、他のINGOと同様の形式で活動を行うのかについては、更なる検討が必要

である。 
 

２－４－２ 提 言 
（１）保健人口省並びに教育スポーツ省の役割・業務の明確化 

「国家学校保健・栄養戦略」達成のために、保健人口省及び教育スポーツ省における

学校保健に対する役割と業務を明確にしたうえで、何をどのような形態で進めていくの

かを検討しなければならない。 
保健人口省には、学校保健事業の立ち上げには積極的にコミットメントするが、数年

後には教育スポーツ省に学校保健活動をシフトさせたいとの意向がある。しかしながら、

学校保健の推進は保健人口省と教育スポーツ省の異なるマンデートの中で、それぞれに

おける役割と責任に応じた計画が策定され、継続的に活動が実施されることが必要であ

る。 
本調査時には、同戦略をどのように実行に移していくのか、学校レベルではどのよう

な実践をするのかについて両省とも明確な方向性は見出せていなかった。第二次事前調

査で策定する活動内容に基づき、保健人口省と教育スポーツ省における学校保健に対す

る役割と業務を明確にする必要がある。 
なお、特に教育スポーツ省においては国家プログラムとの調整を行いつつ実施が検討

される必要がある。 
 

（２）本プロジェクトにおける「学校保健」コンセプトの明確化、共通認識の醸成 
「国家学校保健・栄養戦略」は策定されたものの、本戦略における「学校保健」は包

括的コンセプトであるため、協議者間で異なった意味で使用されている場面が見受けら

れた。第二次調査では、本プロジェクトにおける「学校保健」について議論を深め、日

本側及びネパール側のプロジェクト関係者間で、共通認識を醸成することが必要である。

また、プロジェクト開始後、このコンセプトを関係者で共有しながら、内容に関する理

解と各機関の役割への理解を深めていく過程を支援することも重要である。 
 

（３）対象校の選定 
プロジェクト対象校の選定に際し、学校間の格差を拡げない配慮が必要である。ネパ

ールでは、学校間格差が非常に大きく、中学部や高等部を持つ学校と、小学部しかない

学校では、教員のキャパシティ、人的リソース、インフラ設備（トイレ併設の有無等）

が大きく異なる。また、ネパール語が母語でない民族や低カーストグループの多い地域
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では、学校のキャパシティも異なる。全国普及を念頭においた本プロジェクトにおいて

は、対象校の性質によってアプローチ方法が異なることが予測されるため、モデル対象

校を選定する際には十分に考慮する必要がある。 
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第３章 学校保健の現状と課題 
 
３－１ 学校保健の現状と課題 

３－１－１ 「国家学校保健・栄養戦略」の概要 
（１）目的と領域 

ネパール保健人口省と教育スポーツ省は、2006年６月に「国家学校保健・栄養戦略」

を完成させた。その目的は「５歳から17歳までの学齢児童・生徒の身体的・精神的・感

情的・教育的な状況を発展させること」にあり、そのための戦略として、①学齢児童・

生徒が学校保健・栄養サービスを利用できるように整備すること、②健康的な学校環境

づくり、③健康と栄養に対する態度や習慣を改善すること、④地域社会の支援システム

と政策的環境を強化・改善することの４点があげられている。 
これらの戦略を達成するための具体的な活動は下表のとおり想定されている。 

 
＜学校保健・栄養戦略と活動＞ 

戦 略 戦略達成のための活動 
1. 学校保健の実施

に係る関係者の能

力強化 

・地域の保健従事者による教員研修やオリエンテーション

時を活用した各種健康トピックやサービスに関する情報

提供 
・Focusing Resources on Effective School Health
（FRESH）に基づくリーダーシップやマネジメント研修

の実施による全関係者の能力強化 
・教員と子どもクラブへの保健に関する基本的事項の研修

（救急処置、健康診断、錠剤配布等） 

①学齢児童によ

る学校保健栄養

サービス利用に

向けた整備 

2. 学校保健栄養サ

ービスの強化 
教員、学校運営委員会、PTAが保健・教育行政の支援を得

て、地域開発組織とともに以下のことを実行する（年次健

康診断地域の実情に基づく視覚的栄養ガイドラインの開

発、定期的寄生虫駆除、鉄分・ビタミンA錠剤の配布、学校

食糧プログラムと女児インセンティブプログラムの拡大

（総合的学校プログラムとの関連）、急患時の親への情報伝

達仕組みの促進、救急セットのマネジメント（学校改善基

金等の活用）、児童生徒の健康記録と改善に向けた両親との

共有、学校保健・栄養に関するニーズ調査） 
1. 安全な水と衛生

設備の供給 
・水質検査と適切な措置 
・飲料水設備の確保 
・男児・女児・教員別トイレへのアクセス、関係者による

メンテナンス 
・手洗い設備やゴミ処理システムの設置 
・子どもクラブや関連委員会への啓発と学校レベルのアク

ションプランの策定 
・児童会、両親、子どもクラブ、学校保健／子どもの権利

委員会の協力による児童・生徒や教員による定期的な清

掃実施 
・児童、子どもクラブ、学校運営委員会や村落開発委員会

の協力による学校整備と維持のための財源創出 

②健康的な学校

環境づくり 

2. 教育スポーツ省

と保健人口省によ

・教育スポーツ省・保健人口両省における学校建設や設備

に関する既存の政策の見直し 
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る基準や政策の策

定・見直し 
・実証調査に基づいた、学校環境の質を評価するための簡

素で適応可能なモニタリングツールの開発 
・学校視学官やリソースパーソンによる学校環境の監督と

郡教育事務所への報告。学校運営委員会や教員等への結

果のフィードバック 
・学校保健に関する活動の学校改善計画への反映 

3. リスクのない学

校環境の整備 
・教育スポーツ省による喫煙、麻薬濫用、女児へのハラス

メント、体罰、社会的弱者への差別に関する政策の策定 
・紛争や虐待からの子どもの保護（平和ゾーンとしての学

校） 
・安全で衛生的な食事サービスの提供 

1. 行動を中心とし

た技術に基づく健

康教育を通した知

識と技術、楽しい

学びの強化 

・健康教育の実施に際してのメインアクターとしての教員

の訓練 
・保健サービス従事者の助言を得た行動中心／スキルに基

づき、初等から後期中等教育までの子どもたちの学習経

験に応じた健康教育カリキュラムの開発 
・学校保健に関するテーマの行動を促すような定期的セミ

ナーの実施 
・教育スポーツ省と保健人口省による、ライフスキルと行

動中心の健康教育カリキュラムの開発 
・学校におけるヨウ素モニタリングシステムの設置による

適切なヨウ素添加食塩の促進 
・学校内での家庭菜園の促進 
・子どもクラブや学校保健／子どもの権利委員会や学校関

係者等の協力による課外活動におけるライフスキルに基

づく様々な形での健康教育活動の実施 
・教員や生徒に対する、地域の保健医療従事者による行動

中心の健康教育セミナーの毎年実施 

③健康と栄養に

対する態度や習

慣の改善 

2. 子ども同士、子

どもから親へのア

プローチの導入 

・健康に関する正しい知識・価値や態度を促すIEC教材の開

発・配布と活用 
・スキルに基づく健康栄養教育に関する保健省内部署の連

携 
・学校内や地域社会における健康教育やあらゆる形での啓

発キャンペーンの実施 
・スキルに基づく健康栄養プログラムについての子どもク

ラブや学校運営委員会等の関係者の訓練 
・子どものイニシアティブによるプログラムの実施（自己

衛生のチェック、学校外活動、IECコーナーの設置等） 
・地域社会での実践的な活動への児童生徒の巻き込み 
・ライフスキルに基づく健康教育の短期・中期・長期的イ

ンパクトの指標とニーズアセスメントの調査実施 
・学校内での子どもが親しみやすいカウンセリングやピア

カウンセリングの実施 
・教員に対する学校保健栄養活動を促進する参考マニュア

ルの開発と配布 
④地域社会の支

援システムと政

策的環境の強

化・向上 

1. あらゆるレベル

における教育省と

保健省間及び関係

機関のネットワー

クの強化 

・国家学校保健・栄養改善（アドバイザリー）委員会の設置

・関係部署、学校におけるフォーカルパーソンの任命（将

来的には保健医療専門家が郡教育局への技術支援の責任

者となる） 
・保健担当教員の設置までの間、学校保健の実施責任者
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（女性教員）の任命 
・学校保健栄養サービスの、既存の地域社会や学校におけ

る保健サービスへの統合。様々な機関との連携の促進 
・学校保健栄養サービスの実施と、学校改善計画や村の教

育計画、開発計画への反映をめざした地元各種委員会等

代表への啓発 
・技術や人材の能力強化に向けた中央・郡・学校レベルで

の関係者の協力による各種会合の実施 
・学齢児童の教育・保健栄養状況の促進に向けた官民パー

トナーシップの奨励 
・中央・郡・学校・村レベルにおける学校保健栄養プログ

ラムの効率的実施に向けた機能的なコミュニケーション

メカニズムの構築 
2. 政策的環境の向

上 
・学校保健栄養戦略の実施に向けた教育スポーツ省と保健

人口省（郡事務所を含む）間の適切なネットワークの構

築 
・目標達成に係る学校保健に関する各種政策や具体的条項

等の策定 
・関係者への学校保健栄養戦略に係るガイドラインや法的

措置等の準備 
・学校内における喫煙・飲酒・虐待や社会的弱者に対する

差別等に対する規則や規範の制定 
・FRESHの枠組みにおける学校保健栄養プログラムの計

画・実施・モニタリングの良例や教訓についての国内政

策レベルの主要関係者への啓発 
・国・県・郡・村レベルの政治的リーダーへの学校保健栄

養プログラムの必要性に係る啓発 
“National School Health and Nutrition Strategy, Nepal” に基づき小林作成 

 
 
（２）実施に係る関係機関と役割 

学校保健活動を実施する主体は学校そのものであるが、その活動を支えるのは中央か

ら郡までの教育スポーツ省・保健人口省及び両省関連各機関、郡レベルや村落レベルの

各種委員会等多岐にわたる。学校保健活動の担い手と役割は下表のとおりである。なお、

実施にあたっては、対象の設定や地域の状況に応じたキーパーソンや関係者の再確認が

必要である。調査時に実施したワークショップでは、教育スポーツ省側から未就学の学

齢児童が多い状況にかんがみ、ノンフォーマル教育開発センターの巻き込みも重要であ

ることが指摘されている。 
 
＜学校保健活動の担い手と役割＞ 

レベル 組 織 リード機関 組織の構成 主な役割 
国 国家学校保健・栄

養改善（アドバイ

ザリー）委員会 

教育スポーツ

省基礎教育局2

教育スポーツ省（基礎教育

局、カリキュラム開発セン

ター）、保健人口省（健康

・学校保健栄養政策とガ

イドラインの開発と見

直し 

                                                        
2 将来的に教育スポーツ省側がリードすることが望まれるものの、本事前調査時点では保健人口省側が学校保健栄養戦略の

導入をリードしている（教育スポーツ省、保健人口省関係者へのインタビュー結果による）。 
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サービス局、健康教育情報

センター）、国家計画委員

会、その他NGOや援助機関

・ネットワーキングと財

源確保 
・郡レベルの活動のモニ

タリング等 
県 県学校保健栄養委

員会 
教育及び保健

県事務所 
県保健事務所長、県教育事

務所長、健康教育情報セン

ター、その他NGOや援助機

関 

・郡レベルの活動のモニ

タリングと評価及びフ

ィードバック 

郡 郡学校保健栄養調

整委員会、郡フォ

ーカルパーソン 

教育及び保健

郡事務所 
郡教育局、郡保健人口局、

郡教育／保健フォーカルパ

ーソン、郡開発委員長、そ

の他NGOや援助機関 

・郡レベルの計画、財源

確保、調整と実施 

学校 学校保健・栄養委

員会、学校運営委

員会、PTA、子ど

も ク ラ ブ 、 児 童

会、児童健康／子

ど も の 権 利 委 員

会、研修を受けた

教員、村、市 

学校 学校運営委員会長、校長、

子どもクラブ、教員、村・

区代表、リソースパーソ

ン、その他NGOや援助機関

・学校保健栄養に活動を

反映させた学校改善計

画の策定、地元財源確

保、実施と自己モニタ

リング 

“National School Health and Nutrition Strategy”より小林作成 

 
（３）実施状況 

これまで体系化されることなく行われてきた各種学校保健活動に対し、保健人口省・

教育スポーツ省及びNGO等の代表により新しい共同枠組みとして提示されたのが「国家

学校保健・栄養戦略」であるが、公表後の１年間あまり両省内において同戦略は具体的

に推進されてこなかった。この理由として、具体的に戦略を実施に移すためのガイドブ

ック等が存在しなかったこと3、保健省側の関係者が異動となり組織的な引き継ぎがなさ

れなかったこと、ドナーのプールファンド支援による国家教育プログラムの実施を重視

している教育省における優先順位の低さ等が考えられる。 
現状においては、中央政府レベルの国家学校保健・栄養改善（アドバイザリー）委員

会をはじめ、郡や市・村落における学校保健・栄養委員会は未だ設置されていない。一

方で、策定にかかわった国内コンサルタントやNGOが内容をよく理解していると考えら

れ、これらのNGOが試行的に同戦略に基づき郡レベルをカウンターパートとして学校ベ

ースの活動を始めている。また、中央レベルへの働きかけとしては、同戦略を実践して

いくための関係者会合の実施がNGOにより計画されている4。 

 
３－１－２ 学校保健活動の現状と課題 
（１）政府による取り組み 

保健人口省においては、高い５歳未満児の死亡率と妊産婦死亡率の改善に重点が置か

れており、５歳から17歳までの学齢児童・生徒（うち特に初等レベルの学齢児童）の健

康への対策はほとんど行われてこなかった。一部の学齢児童に対するビタミンAなど微量

                                                        
3 調査時点では、Plan International Nepalの技術支援によってドラフトは完成しており、最終調整段階であった。 
4 Save the Children US主催予定。 
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栄養素の供給や、思春期にある中等教育レベルの生徒たちへのリプロダクティブヘルス

に関する教育がわずかに実施されているのみである。 
一方、教育スポーツ省においては、学校建築のガイドライン、学年に応じた健康教育

に関するカリキュラム5や教科書が従来から整備されている。健康教育に関する科目とし

て は 初 等 レ ベ ル で は  “Science, Health and Physical Education” 、 中 等 レ ベ ル で は 
“Environment, Population and Health”がある。また、学校でのトイレや水設備の設置、Food 
for EducationプログラムやInclusive Educationが推進されている。 

 
（２）学校における現状 

１）学校保健活動の領域への理解 
「国家学校保健・栄養戦略」において明記されているように、「学校保健」は学校で

の児童・生徒の身体的・精神的・感情的・教育的な発展を総合的な取り組みをもってめ

ざすものである。 
学校運営委員会（School Management Committee：SMC）の協力を得ながらトイレや

水設備を整備したり、子どもたちに対する指導者としての観点から、（学校保健活動の

一環であるとの認識はなくとも）日々児童・生徒の健康状況を観察したり、長い頭髪を

学校で散髪し親に助言したりと、日常的に教員が児童・生徒の状態に気を配りつつより

良い学校づくりを実践している好事例もみられる6。しかし、多くの場合、教員たちは

保健医療従事者によってなされる特別なサービスのみを「学校保健」としてイメージし

ているように見受けられる7。 
２）教員の資質 

10年生を修了（School Leaving Certificateレベル）すると教員になることができるが、

その後の現職教員への研修機会は非常に少ない。よって、学年に応じた健康教育に関す

るカリキュラムが存在していても、実際にこれらカリキュラムの運用について現職教員

が学ぶ機会は十分ではないため、生活に密着した保健知識の伝達やその実践が教育現場

において効果的になされていない。また、教員としての職務規定が存在するものの、学

校保健を推進する指導者としてのモラルに欠ける場合も少なくない（学校における喫煙

等）。 
なお、学校運営能力に長け、学校運営委員会と良い関係を築いている校長や教員に

おいては、前述したように課題を改善していくことが可能となる。特別な研修を受けて

いなくても子どもにとって過ごしやすい学校づくりを行うことは、学校保健の一部を既

に実践しているといえる。 
  
３－２ 支援のアプローチ（案） 

 学校保健分野担当団員として、下記基本コンセプトとアプローチをプロジェクトデザインに反

映させることを提案する。 
 

                                                        
5 初等レベルにおける健康関連カリキュラム（抜粋）。英訳は付属資料Ⅰの４参照。 
6 ルパンディヒ郡における小中学校でのインタビュー結果による。 
7 ルパンディヒ郡及びシンドゥパルチョーク郡で訪問した学校での教員や両親へのインタビュー結果による。 
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３－２－１ 基本コンセプト 
「子どもたちが快適に心身ともに健康に楽しく過ごせる学校」づくりのために、学校、地

域社会、行政が学校保健活動の実践に必要な支援／活動を行っていけるようにする。 
（１）子どもたちのライフスキル8・健康・安全を学校生活（カリキュラム内、課外活動）に

おいて導ける教員の育成 
（２）学校保健の課題を解決するための実践ができる教員の育成（学校運営改善計画への課

題の反映等） 
（３）「学校保健」の充実をめざし、現状に合わせた計画を立てられる行政全体の学校教育

行政・保健行政の役割強化（教員TOT、保健サービスデリバリー、モニタリング） 
 

３－２－２ 実施のアプローチ 
裨益対象は主に初等レベル学齢児童とする。ただし、ネパールの学校は敷地内に初等レベ

ルから中等各レベルまで完備されている場合もある。全国に28,000校以上の学校が登録され

ているが、将来的にはこれらの学校において学校保健に関する活動が促進される必要がある。

よって教育行政システム（中央～県～郡～リソースセンター～学校）に則った形で事業を支

援することが望ましいと思われる。学校を管轄するのはリソースセンター（リソースパーソ

ン9）であり、各リソースセンターは複数の村落開発委員会（VDC）をカバーしている。具体

的には、リソースセンターごとに一つのVDCを選び、そのVDC内の学校を対象に事業を行う

ことによって、学校保健活動への地域社会の巻き込み、複数VDC同士及びリソースパーソン

同士の知見・経験の共有、郡としての経験や教訓の蓄積が可能となる。対象とする小学校数

は、各郡の意向やリソースパーソンの実施・モニタリング能力に考慮して決定されたい。な

お、本調査では十分な情報収集ができなかったが、保健行政における学校に貢献できるとい

う視点からの同様のシステムと、上記の教育行政システムを合わせて考える必要がある。 
本調査で訪問したルパンディヒ郡とシンドゥパルチョーク郡を事例に、上記の考えを適用

すると表３－１のとおりとなる。 
 

表３－１ ルパンディヒ郡とシンドゥパルチョーク郡におけるVDC、 
リソースセンター当たりの平均学校数10 

 VDC数 登 録 学

校数 
リ ソ ー

ス セ ン

ター数 

リソースセン

ター当たりの

平均VDC数 

VDC当た

りの平均

学校数 

リソースセン

ター当たりの

平均学校数 
ルパンディヒ郡 69 481 15 4.6 6.9 32 

シンドゥパル

チョーク郡 
79 490 19 4.1 6.2 25.7 

（脚注資料に基づき小林作成） 
                                                        
8 効果的なコミュニケーション能力、良好な対人関係、自尊心、ストレスや感情のコントロール、批判的思考、意思決定や

問題解決能力等を含む。 
9 リソースパーソンは国内全域に配置されているが、その資質は小学校レベルを卒業した者から中等レベル卒業や教員経験

者まで多様である。実質的には教育マネジメント情報システムに関する事務書類のやりとりを担当している場合が多い

（JICAネパール事務所教育担当プログラムオフィサーへのインタビュー調査結果より）。 
10 登録学校数は、“Flash I Report 2063（2006-07）” Department of Education, Ministry of Education and Sports（2006年12月）、

VDC数とリソースセンター数は各郡教育局に対する本調査インタビュー結果による。 
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また、学校における活動については、学校が能動的に課題を認識し日々改善を試みること

が可能となるようなツールや仕組みづくりが重要となる。学校運営委員会の設置と学校改善

計画の導入が全国的に進められており、これらの実践のなかで学校保健活動が位置づけられ

るような工夫が求められる。 
 
３－３ 留意点 

（１）教育スポーツ省と保健人口省の役割と業務の明確化 
「国家学校保健・栄養戦略」は関係者に対する活動内容に関するガイドライン的な役割

をも果たしている。最終的には、このガイドラインでめざす目的に向かって、保健人口省及

び教育スポーツ省それぞれにおける役割と責任に応じた計画に基づき、継続的に活動が実施

されることが望ましい。 
本調査時には、同戦略をどのように実行に移していくのか、学校レベルではどのような

実践をするのかについて、両省とも明確な方向性は見出せていなかった。前述した戦略とそ

の達成のための活動内容に基づき、教育スポーツ省と保健人口省における学校保健に対する

役割と業務を明確にしたうえで、何をどのような形態で進めていくのかを検討しなければな

らない。なお、特に教育スポーツ省においては国家プログラムとの調整を行いつつ、実施が

検討される必要がある。 
 
（２）学校保健コンセプトの理解の促進 

ネパールにおいて「学校保健」のコンセプトは策定されたばかりである。このコンセプ

トを関係者で実践しながら、内容に関する理解と各機関の役割への理解を深めていく過程を

支援することが重要である。 
 
（３）他援助パートナーとの調整・連携 

ネパールにおいてはNGOが草の根レベルでの活動を展開しており、そのノウハウはNGO
側に多く蓄積されていることが考えられる。学校保健活動の実施にあたっては行政・学校・

市民社会・援助機関それぞれの役割を見出すことにより、相乗効果が期待できる。支援にあ

たっては、政府はもとより学校保健関連パートナーとの情報交換、調整や連携を積極的に行

っていく必要がある。 
 
（４）支援内容及び成果指標の精査 

「国家学校保健・栄養戦略」の内容を具現化することは、学校保健活動に係るすべての

関係者及び内容を包含した支援を展開することとなる可能性が高い。同戦略においては、そ

れら戦略の実施によって期待される成果について、教育及び保健の両側面による指標ととも

に提示されている。これらを参考にしながら、プロジェクトによる必要な支援内容とその到

達点についてネパール側との十分な協議を経た、更なる精査がなされる必要がある。 
また、同戦略の具現化をめぐる動向に応じて、関係者の認識や事情が変化していくこと

が想定される。在外事務所を通じたこれらの「開発」の過程への参加や情報収集を常時実施

していくことが重要であろう。 
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第４章 栄養改善の現状と課題 
 
４－１ 栄養改善をとりまく保健医療制度 

（１）保健人口省内における学校保健栄養の責任部署 
保健人口省保健サービス局子ども健康課栄養セクションが、学校保健栄養及び栄養全般

の活動の責任部署となっている。 
 
（２）栄養セクションの概要 

栄養セクションの正式な職員はチーフ及び技官の２名体制となっている。構造改革の一

環として中央省庁の人員削減があり、栄養セクションの職員数は大幅に削減された。その結

果、通常業務をこなすことも困難な状況に陥り、ドナーの支援を得て補助職員の増員を図っ

ている。これは栄養セクションに限らず他のセクションでも同様の現象がみられている。栄

養セクションには、現在WFPとNTAG（Nepali Technical Assistance Group：ローカルNGO）に

よってサラリーの支援を得ているスタッフが２名勤務している。しかし、このような支援を

受けても実際の業務は多忙であり、ルーチンワークをこなすのが困難な状況にある。 
現在、栄養セクションが中心となり実施しているプログラムは、母乳育児推進、乳幼児

と産婦のためのビタミンA欠乏症対策、乳幼児のための寄生虫駆虫活動、妊産婦の貧血対策、

ヨード欠乏症対策などである。また、WFPなどが実施している栄養不良児を対象にした食

糧援助活動なども共同歩調の形をとっている。その他幾つかの課題となっているプログラム

は存在するが、実質的な活動には至っていない。これらの活動は、UNICEF、WHO、WFP、
MI、NTAGなどのドナーの支援を受けているが、保健人口省の独自の財源で実行している面

も大きい。 
 
（３）プログラム実施 

保健人口省栄養セクションが直接実施している活動は、キャンペーン啓蒙活動、研修、

レビューミーティングの開催などであり、多くはプログラム運営に係る事務作業に追われて

いる。各郡保健所には栄養専門官が常駐し、ヘルスポストやヘルスセンターにおける栄養関

連プログラムの指導や監督を行っている。しかし、栄養専門官の専門的知識・技術レベルに

は問題があり、今後人材の入れ替えが期待されるところである。妊産婦への鉄剤の配給及び

乳幼児と産婦へのビタミンAカプセルの投与、幼児への駆虫剤の配布に関してはヘルスポス

トのヘルスワーカーとFCHV（Female Community Health Volunteer：女性コミュニティヘルス

ボランティア）の貢献が大きい。 
 

（４）ロジステック 
栄養プログラムに必要な資機材は、中央のロジステック部が購入あるいはドナーからの

供与を受け、郡保健事務所のロジステック部門に配送され、必要に応じてヘルスセンターや

ヘルスポストに配給される仕組みとなっている。このシステムが一昔前に比較すると大分ス

ムースに行っているように思われる。 
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（５）レビューミーティング 
郡事務所のレビューミーティングは、リージョン単位で年２回定期的に開催されている。

この時栄養部門会議も開催され、丸一日費やされて栄養関連プログラムの実施状況、モニタ

リング結果が発表され、問題点が話し合われる。このレビューミーティングの実施により各

保健事務所の職員の士気が高まっているように思われる。以前はレビューミーティングの開

催費用はUSAIDによって支援されていると聞いている。（確認が必要ではあるが）現在は保

健人口省独自予算で実施しているようである。 
 
（６）栄養セクションの予算 

栄養セクションの予算は、2007年度と比較して約30％アップしている。これは、政府の

保健人口省の予算配分が増加したことによると思われるが、その他の利用としては、先に

JICAが支援して作成された「国家栄養ポリシー戦略ペーパー」の策定もあげられる。学童

を対象とした100万人分の寄生虫駆除剤の購入は、保健人口省独自予算でまかなっていると

のことである 
 
４－２ 栄養改善の取り組み課題 

（１）学童の健康栄養問題 
これまでの周辺情報を総合すると、成長不良、貧血、寄生虫感染、下痢症などや欠食に

よる一過性の虚弱が学童の健康栄養問題の根幹であると推定される。したがって、これらの

問題への対策が優先されるべきであろうと考えられる。 
 

表４－１ Mean height, weight and BMI of the children across countries according to age and gender 

Country Gender Age n 
Height（cm） 
mean±SD 

Weight（kg） 
mean±SD 

BMI 
mean±SD 

6 62 115.46±5.05 20.76±3.05 15.53±1.67 

7 52 123.10±5.91 25.54±6.15 16.68±2.70 

8 39 126.82±4.29 26.75±3.79 16.60±2.00 

9 52 132.85±5.81 29.02±4.70 17.03±3.47 

Boys 
 

10 60 139.76±5.97 34.87±7.21 17.72±2.67 

6 51 116.41±6.05 21.43±4.51 15.76±2.61 

7 58 120.86±5.28 23.02±3.28 15.70±1.51 

8 50 126.24±4.17 25.16±3.90 15.72±1.79 

9 44 133.44±6.50 30.06±6.18 16.82±2.90 

Japan 
 

Girls 

10 48 139.03±6.36 33.38±6.52 17.15±2.41 

6 26 112.76±6.38 19.14±2.43 15.06±0.98 

7 18 118.42±6.43 21.73±4.60 15.33±1.75 

8 26 120.08±6.61 22.01±3.30 15.17±1.00 

9 34 127.24±6.62 25.38±4.03 15.60±1.52 

Boys 
 

10 41 130.50±6.49 26.97±4.61 15.73±1.57 

6 19 111.05±6.26 17.65±2.44 14.26±1.10 

7 28 116.37±7.61 20.21±3.36 14.84±1.21 

8 26 120.72±6.57 22.23±3.32 15.22±1.84 

9 27 124.87±6.98 24.04±4.15 15.30±1.37 

Nepal 
 
 

Girls 

10 39 128.46±8.51 26.15±5.12 15.80±2.66 

資料：Nira Joshi et al：Magnitude of underweight and overweight among primary school-children in Japan and Nepal（作成中） 
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資料：Nira Joshi et al.：Determinant of undernutrition in school-aged children of Kathmandu, 
Nepal（作成中） 

図４－１ Prevalence of Stunting and Underweight among the Children 
 

ネパールの学童と日本の学童の身長及び体重を比較したデータからも明らかなように、

学童の身長は10歳で既に10cmの差が生じている。これは遺伝的形質の違いが多少は関係し

ていると思われるが、このような極度の成長の遅れは、学童の栄養摂取が十分に満たされて

いないことによるものであると断言できる。ネパールの私立小学校と公立小学校の学童の成

長不良発生率の違いから、上記の点が裏付けられる。 
学童の健康栄養状態については十分な調査が実施されていなかったため、実際にどのよ

うな健康栄養問題が存在するのかについては正確には把握されていない。したがって、問題

の実態把握を早急に進めることも課題の一つである。 
 
（２）学内での保健栄養活動 

学校内での保健栄養活動として以下のような項目があげられる。 
・学校環境衛生の整備（トイレ、飲料水の確保、ゴミ処理、清掃など） 
・保健栄養教育の実践 
・保健クラブ、保健委員会の設置と活動 
・ファーストエイドの整備 
・リファラルシステムの構築 
・家庭菜園 
・身体計測 

上記のようなコンポーネントをすべてカバーするのか、あるいは特定の項目を選択して

狭義の「学校保健活動」とするのか検討する必要がある。これらの選定事項を実際の実施す

る場合にはそれぞれの項目ごとに実施要領が必要となってくる。既に、教育スポーツ省が策

定した実施要領があればそれらの内容の検討や改定、もしなければ新しい実施要領を作成す

る必要がある。実施要領の作成にあたっては予算的な裏付けが可能であるか考慮することも

重要である。 
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（３）貧血対策の方策 
貧血は学童の間にみられる最も深刻な健康問題の一つであると推測される。現在、保健

人口省内で検討されている貧血予防対策の対象は10歳から19歳の思春期女子である。これは、

妊産婦への鉄剤投与の効果が十分上がらないことから思春期女子の貧血対策が重要であると

いう考え方に根ざすものである。WHOの支援を受けて思春期女子への鉄剤投与を開始して

いる国や地域も最近みられている。しかし、小学校低学年などを対象とした鉄剤の投与につ

いてはまだ国際的なコンセンサスは得られていない。したがって、本プロジェクトは小学校

児童を主要な対象としていることから、保健人口省の検討している鉄剤の投与サービスは含

まれないことになる。しかし、学童間に重症貧血症が発生していることが判明すれば、新た

にネパール独自の対処方法を計画する必要があると思われる。鉄剤投与以外の治療方法や予

防法を検討する必要性は大いにある。 
 

（４）寄生虫対策 
貧血の要因の一つでもある寄生虫を駆虫することは、WFPをはじめUNICEFなども徐々に

実施していることから学校保健のコンポーネントとしては必須であると予想される。現在、

90％以上の乳幼児に年２回の寄生虫駆除剤の投与を実行している。このプログラムの成功か

ら学童への寄生虫駆除剤の投与を全国レベルで実施することは可能であると思われる。６歳

から15歳までの子どもの寄生虫感染率は、約68％であると推定されている（UNICEF）。現

在、教育スポーツ省には保健人口省のようなロジステックシステムがないので、保健人口省

のプログラムとして実行することが最も妥当なアプローチである。UNICEF（ネパールの）

の調査から、寄生虫駆除剤の投与で貧血が劇的に改善されることが報告された。 
 
（５）ビタミンA欠乏対策 

最も死亡リスクの高い５歳未満児と妊産婦を対象に、ビタミンAサプリメンテーションが

年２回実施されている。この活動は、保健人口省栄養セクションの国家プログラムであるが、

実質的にはローカルNGOのNTAGが郡保健所、ヘルスポスト、FCHVと共同で全国的活動を

展開している。この活動の財政的支援ドナーはUSAID、UNICEF、オーストラリアAIDであ

る。90％以上の５歳未満児がビタミンAの投与を受けていることもあって、ビタミンA欠乏

症は激減し、その結果として、学童には現在のところビタミンAに関する明らか問題は起き

ていない。したがって、ビタミンA投与は学校保健サービスへの導入の必要性は低いと考え

られる。 
 
（６）ヨード欠乏対策 

ネパールは内陸国であり、かつ山岳地帯を有した国土条件から、人々のヨード摂取は極

端に低い状況にある。食塩へのヨード添加が法律で制定され、ヨード塩の輸入販売が義務付

けられた。食塩公社へのヨード添加の研修、モニタリングの実施や住民へのヨード塩使用の

キャンペーンが奏功し、現在では国民の95％がヨード塩を利用するに至った。その結果、ヨ

ード欠乏症は激減した。しかし、国境地帯にみられるヨード添加が不十分な無法食塩輸入や

ヒマラヤ山脈地帯の一部の地域ではチベットからのヨード添加なしの食塩の輸入が問題とな

っている。欠乏症を予防できる十分量のヨードを含有する食塩へのアクセスは約58％である
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ことから、引き続きヨード含有塩の利用促進が課題となっている。ヨード塩の普及とモニタ

リング、及び啓蒙活動に関しては学校が中心的な役割を担っている。子どもたちが家庭で利

用している食塩を指定日に学校に持参させ、教師またはヘルスポスト職員がヨードの添加状

況を簡単な測定キットを用いてモニタリングしている。また、学童は、学校で知り得たヨー

ド塩の重要性をコミュニティや家庭へのメッセージの媒介者の役割を果たしている。 
 
（７）食生活改善 

ネパールの食生活の問題は経済的困窮のみならず、伝統的な習慣及び宗教色の強いライ

フスタイルに大きな影響を受けている。動物性食品の摂取が極端に少なく、貧血や成長不良

の重要な要因となっている。しかし、ミルクやヨーグルトなどの乳製品の利用は比較的高く、

栄養学的な観点から乳製品の貢献度は無視できない。今後の課題として、学童の摂取食物の

内容を改善する必要があるが、伝統や宗教に根ざした食生活を考慮すると最も受け入れやす

い乳製品の普及とアクセスを促進する方策を検討することが重要であると思われる。 
 
（８）健康診断の実施 

学童の健康栄養状態をモニターするためには、少なくとも年１回の健康診断が必要であ

る。健康診断は、ネパールの保健システム上ヘルスポストのヘルスワーカー（Assistant 
Health Worker、Health Assistant、Auxiliary Nurse Midwifeなど）でも実施できることになって

いる。これらの活動を普及させるためには、健康診断の実施要領の策定とヘルスワーカーの

研修が必要となる。ヘルスワーカーにとっては過分な業務となるため、これらの活動へのモ

チベーションを高めることが不可欠である。研修はその一つであるが、さらにモチベーショ

ンを継続させる要素が何であるかを確認して対応を検討することが重要である。 
 
（９）欠食対策 

多くの学童は昼食の持参なしに登校している現状を考慮すると、全国規模での弁当持参

の推奨が課題となる。この問題に関しては教育スポーツ省との話し合いも必要となり、全国

規模で実施するかどうかについてのコンセンサスを得るには多くの時間を必要とするものと

思われる。また、弁当持参を制度化することにより、ドロップアウトの学童が増加する可能

性も否定できない。しかし、現状のような昼食なしの長時間学習は子どもの健康を阻害する

のみならず、集中力の欠如と学習効率の低下を引き起こしていると言わざるを得ない。さら

に、過疎の農山村では子どもたちが１、２時間かけて通学しているケースも珍しくなく、欠

食は子どもたちの体力を大きく消耗させる結果となっている。学校保健栄養プロジェクトと

しては真剣に取り組まなければならない課題である。 
また、これらの実態については十分に調査されていないので、現状を把握するための調

査とともに、欠食の弊害について明らかにする必要がある。 
 
（10）学校保健と地域保健の融合 

UNICEFは学童を活用して、地域の妊婦の存在と鉄剤配布及びドーズをモニターするメッ

センジャーの役割ないしはコミュニティの一員としての役割をもたせ、コミュニティ保健の

活性化を図るプログラムを実施している。これらのプログラムはUNICEFプログラムの対象
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地域に限定されているが、今後の成り行き次第では、このような地域保健と学校保健の融合

の可能性についても検討する必要がある。 
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第５章 第二次事前評価調査の概要 
 
５－１ 調査団派遣の経緯と目的 

2006年、ネパール政府は「国家学校保健・栄養戦略」を発表し、４つの戦略目標  
11

 を掲げて、

学齢児童の健康と栄養状態の改善をめざすとともに、日本政府に対し、「学校保健・栄養改善プ

ロジェクト」を要請し、日本政府は同要請に基づき本案件を採択し、2007年度事前調査を行うこ

ととした。 
2007年８月４日から８月19日にかけて第一次事前評価調査を実施し、現地のニーズ、実施体

制、プロジェクトの枠組み等について確認・協議したうえで、プロジェクトの実施体制、裨益対

象者、目標・成果案等についてネパール側と合意した。 
第一次事前評価調査の結果を踏まえ、さらに必要な情報を収集・精査し、具体的な活動や指

標を検討したうえで、ネパール側関係者とPDM及びPOを作成・合意することを目的に、第二次

事前評価調査を実施することとした。 
本第二次事前評価調査の目的は下記のとおりである。 

（１）中央政府（保健人口省、教育スポーツ省）、郡保健・教育事務所、郡及び村落レベルの保

健サービス提供者と学校関係者、他ドナー、NGO等から学校保健分野に関する最新情報の

収集・確認 
 
（２）第一次事前評価調査の結果を踏まえた具体的な協力内容の検討及びPCMワークショップ

を通じたPDM案の策定 
 
（３）ネパール側との協議で合意した事項についてM/Mへの取りまとめ及びM/Mの署名交換 
 
（４）評価５項目の観点からの事前評価表の作成 

 
５－２ 調査団構成 

担当分野 氏 名 所属先 派遣期間 

団長／総括 小林 尚行 JICA人間開発部第三グループ母子保健

チーム長 
2007.12.19-12.27 

協力企画 久保倉 健 JICA人間開発部第三グループ 
母子保健チーム職員 

12.17-12.27 

参加型開発 石井 菜穂子 JICA人間開発部第三グループ 
母子保健チームジュニア専門員 

12.17-12.27 

評価分析 鶴田 厚子 株式会社タック・インターナショナル 12.9-12.27 

 

 

 

                                                        
11 ①学齢児童による学校保健・栄養サービスの利用が向上する。②学校の衛生環境が改善する。③健康と栄養に対する（学

齢児童、両親、住民全体の）態度・行動が改善する。④学校保健・栄養のための政策とコミュニティ支援システムが改善

する。 
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５－３ 調査日程 

 2007年12月８日～12月28日まで。 

 月日 曜日 時間 団長 協力計画、参加型開発 評価分析 
１ 12月８日 土    PM：成田→バンコク（BGK） 
２ 12月９日 日    AM：バンコク→カトマンズ（KTM）

PM：JICAネパール事務所担当所員と

の打合せ 
AM   JICAネパール事務所担当ナショナルス

タッフとのPCMワークショップ打合せ

３ 12月10日 月 

PM   Helen Keller International, Plan 
International Nepal, CCSと会合 

４ 12月11日 火 終日   NTAG, Save the Childrenusと会合 
AM   シンドゥパルチョーク郡ヘ移動 ５ 12月12日 水 
PM   シンドゥパルチョーク郡保健事務所、

教育事務所、開発委員会との会合 
AM   シンドパルチョーク郡の小学校、保健

センター訪問 
６ 12月13日 木 

PM   カトマンズへ移動 
AM   保健サービス局と会合 ７ 12月14日 金 
PM   教育局と会合 

８ 12月15日 土 終日   資料分析 
９ 12月16日 日 終日  成田→BGK PCMワークショップ準備 

AM         BGK→KTM      PCMワークショップ準備 10 12月17日 月 
PM  JICAネパール事務所担当者を交えた団内打合せ、NTAGとの打

合せ（ローカルコンサルタントによる現地調査計画案につい

て） 
AM  保健サービス局・教育局と会合（プロジェクト概要案の説明、

PCMワークショップの打合せ） 
11 12月18日 火 

PM 成田→BGK 教育局DGと会合（プロジェクト概要案の説明） 
AM BGK→KTM PCMワークショップの団内打合せ 12 12月19日 水 
PM 事務所担当者との打合せ、シンドゥパルチョークへ移動 

13 12月20日 木 終日 PCMワークショップ開催、カトマンズへ移動 
14 12月21日 金 終日 PCMワークショップ結果のレビュー、PDM案の作成 
15 12月22日 土 終日 PDM案、M/M案、PO案の作成 

AM PDM案、M/M案、PO案の修正 16 12月23日 日 
PM PDM案・M/M案を保健人口省・教育スポーツ省へ提出、保健サービス局とPDM

案・M/M案の検討 
AM PO案、PDM案、M/M案の修正 17 12月24日 月 
PM 保健サービス局、教育局DG及び実務関係者とPDM案、M/M案の検討 
AM Child Fund Japan訪問、 PO案、PDM案、M/M案の修正 18 12月25日 火 
PM M/M署名 
AM NTAGとの打ち合わせ（ローカルコンサルタントによる現地調査計画案につい

て）、評価表・帰国報告書作成 
19 12月26日 水 

PM JICAネパール事務所帰国報告 
20 12月27日 木  KTM→BGK 
21 12月28日 金  BGK→成田 

－28－



  

５－４ 主要面談者 

（１）ネパール側関係者 
１）保健人口省保健サービス局（Department of Health Services：DoHS, Ministry of Health and 

Population：MOHP） 
Dr. Govinda Prasad Ojha Director General, Department of Health Services 
Dr. Y. V. Pradhan Director, Child Health Division 
Mr. Raj Kumar Pokharel Chief, Nutrition Section, Child Health Division 
Mr. Lila Bikram Thapa Nutrition Section Officer, Child Health Division 

２）教育スポーツ省教育局（Department of Education：DOE, Ministry of Education and 
Sports：MOES） 

Mr. Janardan Nepal Director General, DOE 
Mr. Prakash Raj Pandey Director, Administrative Division, DOE 
Mr. Pramod K. Shah Deputy Director, Educational Material Management 
 Section, DOE 

３）郡保健事務所（District Health Office：DHO） 
Dr. Nanda K Shikarmi District Health Officer, DHO of Sindhupalchok  

４）郡教育事務所（District Education Office：DEO） 
Mr. Kekhnan Niraula Sindhupalchok 

 
（２）ドナー関係者 

Mr. She Bahadur Rana Health Coordinator, Plan International Nepal 
Mr. Nabin Pradhan Water and Sanitation Coordinator, Plan International Nepal 
Ms. Chandra Rai Health Program Director, Centro Cooperazione Sviluppo 
 （CCS） 
Mr. Kul Chandra Silwal Program Officer, CCS 
Mr. Hari Rana Save the Children US 
Mr. Gopi Sapkota Officer in Charge, Helen Keller International 
Ms. Meenu Shrestha Office Manager, Helen Keller International 
田中 真理子 ネパール事務所所長、Child Fund Japan（JICA草の根技

 術協力事業「保健行政システムのキャパシティ・ビル

 ディングによるネパールの女性と子供の栄養改善計

 画」） 
吉田 希 Project Manager, Child Fund Japan（JICA草の根技術協力

 事業「保健行政システムのキャパシティ・ビルディン

 グによるネパールの女性と子供の栄養改善計画」） 
 
（３）日本側関係者 

１）JICAネパール事務所 
丹羽 憲昭 所 長 
福田 義夫 次 長 
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小林 健一郎 所 員 
Ms. Laxmi Konwar Program Officer 
Mr. Krishna P. Lamsal Program Officer 
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第６章 第二次事前評価調査結果 
 
６－１ 総 括 

ネパール政府は、2006年に「国家学校保健・栄養戦略」を発表し、学齢児童の健康と栄養状

態の改善をめざしている。しかしながら、本国家戦略で計画された学校保健推進に係る中央・地

方の実施体制の整備、並びに事業自体の実施も遅れていることから、ネパール政府は「国家学校

保健・栄養戦略」の具現化を図るために、日本政府に対し本案件の要請を行った。 
2007年８月に実施した第一次事前評価調査では、プロジェクトの目標・成果、実施体制、裨

益対象者等のプロジェクトの基本的枠組みについてネパール側と合意した。今回の第二次事前評

価調査においては、プロジェクト開始にあたり、さらに必要な情報を収集・精査したうえで、具

体的な協力内容について検討するため、PCMワークショップを開催し、その結果を基に保健人

口省、教育スポーツ省と協議し、PDM及びPOを作成し、M/Mにより合意を得た。 
PCMワークショップは、郡及び学校レベルにおける学校保健関係者の意見やニーズ、問題意

識を把握するために、プロジェクト対象郡であるシンドゥパルチョーク郡で開催した。同ワーク

ショップには、保健人口省及び教育スポーツ省のオフィサー、郡保健事務所と郡教育事務所のオ

フィサー、郡開発委員会のオフィサー、ヘルスポストのヘルスワーカー、学校長や教員等の学校

関係者、国際NGO及びローカルNGOの代表等、学校保健に係る多様な関係者が40人ほど集まり、

プロジェクトの枠組みと具体的活動内容について協議した。 
PCMワークショップでは、郡の学校関係者から、プロジェクトの裨益対象者を第一次事前評

価調査で定めた「学童」ではなく「学齢期の児童」と変更すべきとの要望が強く出された。その

理由として、シンドゥパルチョーク郡を含むネパールでは、地理的に学校へのアクセスが難しい

児童、貧困や家事手伝い等の理由から学校に通えない、または中途で退学を余儀なくされる児童

（特に女児）の数が多く、学校にアクセスできない児童のほうが、栄養不良・発育不良が顕著で

あるとの問題が指摘された。 
この点について保健人口省、教育スポーツ省のオフィサーに意見を求めたところ、「学校保健

はあくまで学校を介しての活動であるため、学校に通えない児童に対するアクセスを図るのは難

しいうえ、『国家学校保健・栄養戦略』においても学校に通えない児童は対象としていない」と

の回答であった。他方、学校からドロップアウトした児童や学校に行くことのできない児童を正

規教育に戻すための代替的学校教育が、教育スポーツ省ノンフォーマル教育センターで行われて

いることから、「代替的学校を通した学校保健活動の推進は可能」との意見も出されたため、裨

益対象者を「正規の学校または代替校に通う初等教育レベルの学齢期の児童」とすることで合意

を得た。 
 
プロジェクトの成果と活動については、協議を通じておおむね次の三段階に整理し、PDMを

作成した。 
・地域レベル（学校、ヘルスポスト／サブヘルスポスト、コミュニティの協働による学校保健活

動の展開など） 
・郡レベル（郡における学校保健活動の展開に係る計画策定、学校保健活動の推進・支援など） 
・国家レベル（学校保健ミニマムパッケージ及び学校保健指導パッケージの策定、学校保健パッ

ケージを全国に普及していくための国家計画策定やワークショップなどの開催） 
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また、プロジェクト対象郡について、第一次事前評価調査では、丘陵部及び平野部から１郡

ずつ、計２郡を選定することとしていた。しかしながら、第一次事前評価調査後、平野部の治安

状況が悪化したことから、丘陵部の１郡（シンドゥパルチョーク郡）のみを選定することについ

て先方と協議したが、「政府レベルでの協力で１郡のみを対象とするのは、規模的に小さすぎ

る」との要望が強く出された。また調査団としても、ネパールのこれまでの治安状況の不安定要

因を考慮すると、１郡のみを対象として万が一当該地域の治安が悪化した場合、プロジェクト対

象郡に日本人専門家が入れず、円滑な活動が実施できない状況も懸念されることから、対象郡は

丘陵部の２郡を選定することで合意した。 
 

６－２ 協議結果概要 

（１）対象郡の選定について 
対象郡として、丘陵部のシンドゥパルチョーク郡及び他の１郡の計２郡を選定すること

で合意した。他の１郡については、保健人口省から要請に挙がっていた８郡のうち、治安状

況が比較的定している西部丘陵部のシャンジャ郡、パルバット郡またはパルパ郡を候補郡と

し、改めて同候補３郡の現地調査を実施したうえで、R/Dの締結までに１郡を選定すること

とした。なお、同候補３郡の間で、保健・教育指標に大差がないため、郡保健・教育事務所

を含む現地の実施体制、首都カトマンズからのアクセス、JICA他事業・スキームとの将来

的な連携等について情報を収集し、比較・検討したうえで選定することとした。 
 
（２）プロジェクト協力期間について 

プロジェクト対象２郡における地域レベルでの活動、プロジェクト終了後を見据え、国

レベルで学校保健を普及していくために必要な活動（計画策定や国家レベルでのワークショ

ップの開催など）、並びにそれらの活動を実施するタイミング・期間を検討した結果、プロ

ジェクト協力期間は４年間とすることで、先方と合意した。 
 
（３）プロジェクト裨益対象グループについて 

第一次事前調査では、「小学校の児童（ネパールにおける現行の初等教育レベルである１

年生～５年生）」を主な対象とすることで合意していた。しかしながら、ネパールにおける

高い小学校中退率の下、地理的問題や経済的理由等で小学校にアクセスできない児童のほう

が栄養不良・発育不良が顕著であること、また政府としてドロップアウトした児童を正規教

育に戻すための代替的学校教育プログラムが存在することなどを考慮した結果、「正規の学

校または代替校に通う初等教育レベルの学齢期の児童」を裨益対象グループとすることで合

意した。なお、対象校の現状（特に、小学校に中学校が併設されている場合）と教育制度改

革の進捗に応じて、中学校レベル（６年生～８年生）の生徒も対象から除外しないことは、

前回の合意通りである。また、特に栄養不良が顕著である民族や貧困層、女子への配慮の必

要性についても合意した。 
 
（４）プロジェクト実施体制について 

「国家学校保健・栄養戦略」の推進には、保健人口省、教育スポーツ省の両省にまたが

る体制を整備し、両省の緊密な連携協力を図ることが不可欠なため、保健人口省保健サービ
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ス局及び教育スポーツ省教育局がプロジェクト実施・管理の責任主体となり、必要な機関と

連携を図っていくこととする。プロジェクト実施に係るマネジメント体制は、以下のとおり

である。また、郡レベルにおいては、郡保健事務所、郡教育事務所、郡開発委員会等がプロ

ジェクト実施に係る重要なカウンターパート機関となることを想定している。 
１）プロジェクト・ダイレクター 

保健人口省保健サービス局並びに教育スポーツ省教育局の両局長をプロジェクト・ダ

イレクターとし、プロジェクト全体の責任を担い、プロジェクトの円滑な実施に必要な

支援を提供する。 
２）プロジェクト・マネージャー 

保健人口省保健サービス局子どもの健康課栄養セクションチーフ並びに教育スポーツ

省教育局アドミニストレーション課教材マネジメントセクションダイレクター代理の両

名をプロジェクト・マネージャーとする。両プロジェクト・マネージャーは、関連部

署・機関と連携し、プロジェクトの実質的な運営・管理と各活動の実施の責任を担う。 
３）合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC） 

ネパール側が独自に設立予定の「国家学校保健・栄養改善（アドバイザリー）委員

会」とは別に、本プロジェクトのJCCを組織し、本プロジェクトの進捗・成果の確認、課

題についての協議等を行うため、定期会合を開催する。 
 
（５）プロジェクトの投入について 

１）日本側の投入 
・長期・短期専門家 
・本邦研修 
・機材供与（IEC教材作成用機材、プロジェクトオフィス用機材、車両等） 

 
２）ネパール側の投入 

・カウンターパートの人員配置 
・プロジェクトオフィスの提供（中央・郡） 
・予防接種ワクチンを含めEPIプログラム実施に必要な機材、既存のIEC教材、体内ヨー

ド量測定キット、鉄分錠剤等 
・プロジェクトオフィスの運営費（電気代、水道代等） 

 
（６）プロジェクトの名称について 

本プロジェクトの協力内容を明確した後、英文名“School Health and Nutrition Project”と

の整合性を考慮し、本第二次事前評価調査後の調査団帰国報告会における日本側関係者間の

協議を経て、現行仮称「学校・地域の保健・栄養改善プロジェクト」から「学校保健・栄養

改善プロジェクト」とすることとした。 
 
（７）プロジェクト概要について 

先の第一次事前評価調査で取りまとめたプロジェクト概要案を踏まえつつ、本第二次事

前評価調査で得られた最新情報、PCMワークショップにおいて確認した現地関係者のニー
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ズなどを基に、PDM案及びPO案を作成し、ネパール側関係者との協議を経て合意した（付

属資料Ⅱの７のM/Mを参照）。なお、PDM、PO及び対象２郡のうち１郡は、R/D署名前に確

定することとした。 
 
６－３ 調査結果概要 

本第二次事前評価調査は、第一次事前評価調査の結果を踏まえ、具体的な活動内容を検討し、

ネパール側関係者とPDM案及びPO案を作成・合意することを目的に実施されたため、同調査に

関しては、追加情報及び第一次調査後の進捗に関する情報収集に重きが置かれた。 
 

６－３－１ 学校保健・栄養活動の進捗状況 
（１）中央における進捗状況 

ネパール内における「国家学校保健・栄養戦略」の周知度及び実際の活動については、

2007年８月の第一次事前調査時以降、特に進捗はみられないものの、「国家学校保健・栄

養改善（アドバイザリー）委員会」の設置と委員任命に関する省庁内の稟議には進捗が

あり、2008年１月上旬には省庁内の手続きが完了するとのことであった。また「国家学

校保健・栄養戦略」の実施ガイドラインはネパール語版の草案が完成しているものの12、

その後の扱いについては特に何も決められていない。 
 

（２）郡における進捗状況 
シンドゥパルチョーク郡の郡保健事務所及び郡教育事務所においては、「国家学校保

健・栄養戦略」の周知度並びにオーナーシップには、特に進捗がみられなかった。中央

省庁は数多くの国家戦略を発表しているが、地方ではその個々の国家戦略の内容につい

て十分理解し、予算面や人材面の支援がない限り、具体的な活動に移していく体制には

ないのが実情である。しかしながら、郡で実施したPCMワークショップにおいて「国家

学校保健・栄養戦略」の英語版を配布し、保健サービス局子ども健康課の担当オフィサ

ーからプレゼンテーションをしたところ、高い関心を示していた。 
 

（３）開発パートナーの進捗状況 
学校保健・栄養関連のプロジェクトを実施しているHelen Keller International、Save the 

Children US、Plan International Nepal、CCS-ItalyといったNGOは、「国家学校保健・栄養戦

略」との整合性に配慮しつつも、それぞれ異なる郡・村落で優先度に応じた様々な活動

を実施している。 
Save the Children USのイニシアティブで2007年９月に開催予定であった「学校保健・栄

養戦略会議」は、関係者間の日程調整に困難が生じ、二度延期され、未開催のままであ

る。2007年12月現在未だ開催の目処は立っておらず、「国家学校保健・栄養改善（アドバ

イザリー）委員会」の主導で、改めてネパール政府、ドナー、NGO等関係者間で「国家

学校保健・栄養戦略」について話し合う場をもつことを検討することとなった。また、

                                                        
12 ガイドライン作成の中心的役割を担っていたPlan International Nepalの担当者が離職したため、Plan International Nepalの内

部で引継ぎがなされていないようであった。（付属資料Ⅱの５ 主要面談記録参照） 
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第一次事前評価調査時に設立が計画されていた学校保健分野にかかわる国際NGO、現地

NGOを中心とした「学校保健・栄養ワーキンググループ」も正式には発足していないこ

とから、本プロジェクト開始後、本プロジェクト実施のため設置されるタスクフォース

（事務局）の主導で、学校保健に関してドナー・NGOなど各開発パートナー間で情報・

経験の共有を計画する必要がある。各開発パートナーも、本プロジェクトの開始をきっ

かけとして、学校保健関連活動を実施している開発パートナー間の協調・連携に期待し

ている。 
 

６－３－２ シンドゥパルチョーク郡において進行中の関連プロジェクト 
シンドゥパルチョーク郡においては、国際機関や他ドナーの支援で様々な開発プロジェク

トが実施されている。本第二次事前評価調査の現地調査期間の制約上、これらの情報をすべ

て網羅することはできなかったが、本プロジェクトの実施に深く関連すると考えられる以下

の３つのプロジェクトに関する情報を得た。これらのプロジェクトの進捗状況は、本プロジ

ェクト開始後、情報をアップデートし、連携の可能性を探る必要がある。 
 
（１）Education Sector Advisory Team（ESAT） 

DANIDA支援のESATと呼ばれる事業は、全国30郡で実施されている。ESATとは、郡の

スーパーバイザーがPRAのTOT研修を受け、村のリーダーや教員を指導し、村落教育計画

（ Village Education Plan ： VEP ） を 策 定 し 、 村 落 教 育 委 員 会 （ Village Education 
Committee：VEC）が中心となって実施する事業である。 

シンドゥパルチョーク郡では、郡教育事務所のスーパーバイザー（６名）の指導の下、

79村落開発委員会（VDC）中識字率が40％以下の20VDCで、VEPを2008年２月末までに

作成予定である。既に完成したVEPには、例えば学校へのトイレ建設、飲料水設置、清掃

などの計画が含まれている。 
 
（２）Decentralized Local Government Support Program（DLGSP） 

UNDP・ノルウェーの支援により、DLGSPが、地方開発省を通して全国66郡で進行中で、

シンドゥパルチョーク郡では25VDCで行われている。DLGSPでは、住民によるコミュニ

ティ組織の代表が、Community Management Committee（CMC）のメンバーとなり、村落

開発計画（Village Development Plan：VDP）を作成し、村落開発資金を受け取ることとな

っている。 
 

（３）Life-Skill Health Program  
UNICEFによる支援で、ライフスキル分野の指導者養成研修（Training of trainers：TOT）

（７日間）が、シンドゥパルチョーク郡の中・高等学校の保健担当の教員25名を対象に

実施された。研修には、健康に関する実践的なライフスキルを学校保健の指導内容に取

り入れること、ライフスキル教育を地域に普及すること等の内容が含まれており、研修

受講者は他の教員及びコミュニティのリーダーに研修を実施することになっている。

近々小学校教員対象のTOTも行われる予定である。 
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６－３－３ シンドゥパルチョーク郡内の訪問先学校の現況 
本第二次事前評価調査において、シンドゥパルチョーク郡の郡都であるチョータラ周辺

（チョータラから徒歩1～1.5時間、車で15～30分の距離）の小・中学校５校を訪問し、学校長、

教員、学校運営委員会（School Management Committee：SMC）へのインタビューを行った。

学校訪問による面談結果から得られた所見は以下のとおりである。 
 

（１）学校のトイレの現状 
訪問した５校のうち３校は、無償資金協力「『万人のための教育』支援のための小学校

建設計画」により建設されたものである。どの学校も校舎は問題ないが、トイレは建設

後、適切に維持管理されていない。訪問校では、水がない、清掃されていない、ドアが

壊れている等の問題が観察された。児童、特に女児のトイレニーズに対する教員の認識

が不足していた。 
 

（２）学校運営委員会の現状 
各校とも学校運営委員会（School Management Committee：SMC）が結成され、学校改

善計画（School Improvement Plan：SIP）を策定しているとのことである。ただし、SMC
メンバーと学校長・教員との関係は、学校によって異なっており、SMC議長の実力、政

治力、経済力と校長の力関係がSMCの活動に大きく影響するようである。SMCが５年以

上前に組織されている学校もあれば、組織後、数か月しか経っていない学校もある。教

員の力が強い学校では、村落開発委員会（Village Development Committee：VDC）からの

予算も含めた小学校運営資金を教員の給料に回す傾向があり、SMCは不満に思っている

様子などが観察された。ほとんどの学校は小学校５年生まではCommunity Managed School 
13

として、学校運営が政府からコミュニティに移管されている。 
 

（３）リソースセンターの現状 
リソースセンター14と学校との関係は、訪問した学校からみる限りおおむね良好である。 

 
（４）学校改善計画について 

学校改善計画（SIP）は、主として校舎などのハード部分の建設と生徒の成績向上を優

先しているため、児童の健康向上に関する視点が欠けている場合が多い。しかしながら、

SMCも教員も、他校との競争に勝ち、退学率の低下など実績を上げたい気持ちは強いよ

うであることから、学校保健・栄養の分野の活動をSIPに取り入れることに抵抗は少ない

と思われる。 
 
 

                                                        
13 教育スポーツ省には、学校の運営管理をコミュニティに移管していく方針がある。世銀はこのCommunity Managed School

を支援しており、Community Managed Schoolになることを宣言した学校に対し、教育課程ごとに10万ネパールルピーの支

援を行っている。 
14 学校を管轄するのはリソースセンター（リソースパーソン）であり、各リソースセンターは複数の村落VDCをカバーして

いる。 
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６－４ プロジェクト実施に係る留意点 

第一次事前評価調査時に検討したプロジェクト戦略も踏まえ、本第二次事前評価調査は、プ

ロジェクトを実施するうえで、以下の点について留意すべきであることを確認した。 
 
（１）中央及び郡レベルにおける２省間の連携 

本プロジェクトは、保健人口省と教育スポーツ省の２省をネパール側カウンターパート

機関とすることから、両省庁間の調整や連携が非常に重要となる。プロジェクト開始後、両

省関係者参加のもと、両省関係部門の具体的な役割と業務分担について明文化しておくこと

が望まれる。また、タスクフォース（事務局）を保健人口省内に設置し、保健人口省から担

当職員１名が配置される予定であるが、教育スポーツ省からも担当職員を配置する必要がな

いかも含め、両省庁間の円滑な連絡・調整に必要な体制について改めて検討する必要がある。 
郡レベルでは、プロジェクト活動の運営、スーパービジョン、モニタリング、情報交換

等、業務が多岐にわたることから、関係する郡保健・教育事務所、現地NGO、JICA専門家

等の間で、定期的に連絡・調整を行なう必要が予想されるため、郡レベルでの事務局設置の

必要性についても併せて検討すべきである。 
 

（２）開発パートナーとの情報交換・連携促進のためのワーキンググループと定期会合 
ネパールにおける学校保健活動は、国際NGOによる支援が中心となって行われている。

各NGOの活動は郡及び村落レベルで個々に行われており、中央省庁を巻き込んでの戦略的

な協調・連携が図られていないだけでなく、ドナー・国際NGO間でも学校保健活動に関す

る知見も十分共有されてこなかったため、個々の学校保健活動が点に終始している。政府援

助機関であるJICAには、中央省庁と協働できる強みを生かし、保健人口省と教育スポーツ

省とともに各開発パ－トナーとの協調を通じて、中央省庁において個々の学校保健活動に関

する知見の蓄積を図りつつ、持続的な学校保健モデル作りに取り組んでいくことが期待され

ている。 
具体的には、Save the Children US、Plan International Nepal、CCS-Italyといった国際NGO、

そしてNTAG、Tuki SanghなどローカルNGOが実施中または過去に実施した学校保健・栄養

関連のプロジェクト事例をレビューしながら、互いの経験を共有し、必要に応じて開発パー

トナー間で協調・連携を促進するためのワーキンググループ（またはフォーラム）の組織化

が望まれる。開催が延期されている「国家学校保健・栄養戦略」を広く現地関係者に発表す

るためのキックオフ会合は、本プロジェクト開始後に開催される可能性が高い。主要な学校

保健関係者が一同に会することが予想される同キックオフ会合において、開発パートナーと

の情報交換・連携促進のためのワーキンググループの組織化、並びに定期的な会合の開催を

促進することが望まれる。本プロジェクトは、対象郡で実証された学校保健パッケージモデ

ルを本プロジェクト終了後全国へ普及されていくことをめざしていることから、開発パート

ナーから将来の普及拡大へ協力が得られるよう、本プロジェクト実施中の情報共有と広報が

重要である。 
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（３）技術協力プロジェクト「小学校運営改善支援」及び無償資金協力｢小学校建設計画｣との連

携 
2008年４月から開始予定の技術協力プロジェクト「小学校運営改善支援」は、小学校の

SMCの強化とSIPの改善指導が主たる活動内容となっており、同プロジェクトの対象郡であ

る郡ダディンとラスワ郡は、本プロジェクトの対象郡の一つであるシンドゥパルチョーク郡

と地理的に近い位置にある。技術協力「小学校運営改善支援」との具体的な連携活動の可能

性も視野に入れて情報共有を図ることで、２件の技術協力プロジェクトによる協力の相乗効

果を上げることが期待できる。また、無償資金協力「小学校建設計画」は2003～2005年にシ

ンドゥパルチョーク郡で校舎やトイレなどの施設整備のための資金援助を行い、合計88校が

受益している。多くの学校でトイレが設置されたが、その後の維持管理が悪いなどの問題を

抱えていることから、同無償資金協力との連携による相乗効果の可能性についても検討すべ

きである。 
 
（４）国際NGO、現地NGO、ローカルコンサルタントの活用 

ネパール側カウンターパート機関は、ドナー、NGO等を「開発のパートナー」と位置づ

け、積極的にNGOと役割分担を行い、NGOとの協働の経験も豊富である。NGOは、コミュ

ニティレベルの活動の知見を有することから、プロジェクト終了後を見据えた持続的な学校

保健活動を効率よく行うためには、うまく現地NGOまたはローカルコンサルタントを活用

することが考えられる。本プロジェクトが現地NGOまたはローカルコンサルタントを活用

する際には、以下のような活動が想定される。 
・学校／コミュニティレベルの活動の支援（ファシリテーション、モニタリング、研修等） 
・ベースライン／エンドライン調査 
・郡保健・教育事務所、リソースパーソン等が行う研修の支援 

 
（５）地域、学校、ジェンダー・カースト、民族間の格差などへの配慮 

地域、ジェンダー、カースト、民族間の格差問題がネパール社会に内在している。本プ

ロジェクトは、あらゆる活動に、社会・ジェンダー配慮の視点を含めることにしている。一

例として、本案件の裨益対象者は、正規の学校に通う学童のみではなく、貧困等の原因から

正規教育にアクセスできずノン･フォーマル学級（Alternative School）に通う児童も含めて

いる。また、対象校を３グループに分け、貧困地域・遠隔地域の学校を優先するためのグル

ープC（正規校にアクセス困難な遠隔地域）を設け、特にその栄養不良や発育不良が問題と

なる貧困層の児童や女児へ裨益するよう配慮されている。 
さらに、本プロジェクトは目標・成果を測る指標として、可能な限りジェンダー、民族、

カーストを区別した数値を用いること、社会的弱者の研修・ワークショップ等への優先的参

加、社会・ジェンダーの視点について配慮された研修教材・マニュアルの作成などを、ネパ

ールの社会規範や文化・宗教等に留意しながら支援していく計画である。 
 
６－５ 今後に向けた課題 

（１）タスクフォース（事務局）の体制 
本プロジェクトのネパール側カウンターパート部門である保健人口省保健サービス局子
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ども健康課栄養セクションには、現在、職員が２名しか配置されていない。プロジェクト開

始後、新しく職員が１名追加配置される予定ではあるものの、人手は決して多くない。同様

に郡保健・教育事務所を含めた郡レベルのプロジェクト関係機関も、多岐にわたる日常業務

があるため、新たな活動に裂く時間には限りがある可能性が高い。そのような状況下、日本

人専門家がネパール側の業務の肩代わりをするのではなく、学校保健活動を制度化し、人員

配置・業務分掌を見直すなど、長期的なスタンスで課題を打開する必要がある。 
また、本プロジェクトの実施にあたり設置が計画されているタスクフォース（事務局）

自体が保健人口省と教育スポーツ省間の調整役として終始せず、両省が自発的に調整を行う

ように働きかけていく必要がある。さらに、タスクフォースからの情報の提供に関しても、

保健人口省と教育スポーツ省の間で不均衡になり、不公平感が生じないよう、情報共有には

注意を払う必要である。 
 

（２）地方分権化への対策 
ネパールにおいては地方分権化が進行中であるが、その進捗の見通しは不透明であるの

が実情である。しかしながら、本プロジェクト期間中に地方分権化が進んだ場合は、現在、

ネパール側のカウンターパート機関としている保健人口省及び教育スポーツ省のラインのみ

ならず、地方開発省－郡開発委員会－村落開発委員会のラインの重要性が増す可能性が高い。

よって、本プロジェクトではネパールカウンターパートとの情報交換を密に行い、地方分権

化の動向を十分に把握し、その進展に応じた柔軟な対応を取る必要がある。 
 
（３）コミュニティや学校が行う保健活動に対する支援可能な内容の明確化 

本プロジェクトにおける学校やコミュニティレベルでの学校保健活動は、学校やコミュ

ニティのニーズによって、多様な活動が想定される。どのような活動（救急箱、子どもクラ

ブ、トイレ建設、飲料水確保、学校給食、清掃キャンペーン等）に対し、どのような支援

（予算、内容など）がプロジェクトとしてできるか、その際の条件やモニタリング体制、報

告システムなど、細部にわたる計画とデザインが必要である 
 
（４） 「学校保健」のコンセプトの明確化、共通認識の醸成 

「国家学校保健・栄養戦略」は策定されているものの、本戦略における「学校保健」は

包括的コンセプトであるため、関係者の理解と認識は一様ではない。プロジェクト開始後、

本プロジェクトにおける「学校保健」について、日本側及びネパール側のプロジェクト関係

者間で共通認識を醸成することが必要である。また、このコンセプトを関係者で共有しなが

ら、内容に関する理解と各機関の役割への理解を深めていく過程を支援することも重要であ

る。 
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第７章 実施協議の経緯及び結果 
 
７－１ 実施協議の経緯 

事前評価調査団の帰国後、これまでの調査結果を基に、R/D案及びM/M案について日本側でド

ラフトを作成し、JICAネパール事務所へ両案を送付した。その後、JICAネパール事務所は、ネ

パール側関係者と両案の内容について協議を行い、最終案を完成させた。 
 
７－２ 実施協議結果 

2008年４月３日、ネパール側・JICA側双方の関係者で合意されたR/DとM/Mが、保健人口省、

教育スポーツ省及びJICAネパール事務所間において署名・交換された。M/Mには、PDM、POが

添付されている（付属資料Ⅲの14のR/D、付属資料Ⅲの15のM/M参照）。実施協議における主な

協議事項は以下のとおりである。 
 
（１）プロジェクト期間 

2008年６月１日から2012年５月31日までの４年間とする。 
 
（２）PDMの指標の追加・修正 

第二次事前評価調査M/Mにおいて合意したPDMは、指標が各成果に必ずしも対応してい

なかったことから、本M/Mにおいて指標が各成果に対応するよう整理するとともに、指標

が不十分な成果については、新たに指標を追加した。 
 
（３）プロジェクト対象郡の確定 

第二次事前評価調査時のM/Mにおいて、プロジェクト対象郡は２郡（シンドゥパルチョ

ーク郡及び他の１郡）とし、他の１郡については、シャンジャ郡、パルバット郡またはパル

パ郡からR/D署名までに選定することで合意していた。2008年１月にJICAネパール事務所が

実施した３候補郡の現地調査結果を踏まえ、第二次事前評価調査帰国報告会にて、シャンジ

ャ郡並びにシンドゥパルチョーク郡を、最終的にプロジェクト対象候補郡として確定した。

なお、シャンジャ郡を選定した理由として、３候補郡の保健・教育指標に大差がないことか

ら、プロジェクトの受入れに対してシャンジャ郡保健事務所と郡教育事務所のモチベーショ

ンが高く、前向きであること、両事務所の関係が良好であること、他の２郡に比べて各村

（VDC）へのアクセスが良いこと、同郡で今後JICAボランティアとの連携の可能性がある

ことなどから、シャンジャ郡がプロジェクトサイトとして最適であると判断された。 
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JICA ネパール事務所との会合 
日時 2007 年 8 月 6 日（月）午前 9 時－10 時 30 分 
場所 JICA ネパール事務所会議室 
先方（敬称略） JICA ネパール事務所所員小林健一郎（教育担当）、津守佑亮（本件担当）、

教育分野企画調査員澁谷美児、Program Officer; Ms. Laxmi Konwar（保

健担当）, Mr.Krishna Prasad Lamsal(教育担当） 
 久保倉、石井、小林 
概要： 
ネパールの教育制度や教育開発の現状の概要説明が小林所員および澁谷企画調査員よりあ

り、適宜調査団との質疑応答が行われた。おもな内容は下記のとおり。 
 

１． 教育制度、教育開発の現状 
 
・ 教育制度は現在、小学校（Grade 1-5）、前期中等学校（Grade 6-8）、中等学校（Grade 

9-10）、後期中等学校(Grade11-12)であるが、2009 年以降‘School Sector Reform’にて

小学校と前期中等学校をあわせて小学校 8 年制を採用予定である。小学校修了率が低く

なる可能性があるが、それら教育指標についての議論はまだなされていない。 
・ 就学前教育は小学校入学前の 1 年間であり、小学校に併設する形で設置されている場合

も多い。 
・ 教育開発の課題は、アクセス（教育機会の欠如）、質（高い留年率等）、マネジメント（行

政能力の低さ）に集約されるが、課題を解決するには複合的にアプローチする必要があ

る。政府の “Welcome to School キャンペーン”の実施もあり就学率は増えつつあるが、

学校自体の収容力が増えたわけではなく、1 クラス 60－70 名の児童（100 名を超える

こともあり）を抱える学校も多く、授業の質の低下や退学率の上昇が心配される。また、

親の子どもの教育に対する意識も低いことも課題のひとつである。1 年生の半分が留年

または中途退学する（進級テストに不合格）現状に鑑み、1 年生から 2 年生への進級は

自動進級とした。 
・ これまでネパール語のみでの教育が実施されていたが、Grade3 までを対象に 12 言語に

より母語による教育（おもにネパール語）が実施される予定である。 
・ 健康に関するカリキュラムはあり、小学校においては “Science, Health and Physical 

Education”の科目として実施している。 
・ 教員の資格は Secondary Leaving Certificate (SLC)＋10 か月の研修受講を受けた者、

もしくは SLC 以上の学歴を持つ者であり、DEO が任命する。現状では政府が正式に教

員を採用する枠がない。現職研修に関しては、郡教育局（DEO）が主催し、スタッフ、

リソースセンターのリソースパーソンが講師となって実施している。National Center 
for Educational Development Center が SLC 後の 10 か月の研修や現職教員の研修に

責任をもっている。教員による研修内容の教室での実践度は高くないと思われる。 
・ 校長や教員の異動に関しては定期的ではなく、同一学校に勤務している例も多い。

Community Managed School では校長や教員の異動は School Management 
Committee が権限をもち、DEO が承認する。また Community が給料を払う教員につ

いては School Management Committee が承認する限り同一学校に勤務することとな

る。校長は学校（初等、中等含む）に一名である。 
・ 学区（School Catchment Area）は曖昧であるため、就学児童や未就学児童に関する統

計も明確なものではない。 
 
 

１．主要面談記録 
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・ School Management Committee (SMC)メンバーはボランティアであり、選定基準にし

たがって選ばれている。多くのコミッティが存在し、メンバーは複数のコミッティのメ

ンバーであることも多い。SMC メンバーに選ばれることが名誉かどうかは、活動が盛

んな SMC とそうではない SMC によって違う傾向がみられる。 
 
２．JICA 支援の基本方針と現行支援 
 
・ EFA 達成を目指し、初等教育へのアクセス改善及び内部効率改善（留年率・中途退学率

低減）を支援することを基本方針とする。 
・ おもな協力は、小学校建設計画（無償）、ノンフォーマル教育支援プロジェクト、低カ

ースト児童支援奨学金、JOCV による教育リソースセンター強化プロジェクト、Quality 
School Project、理数科教師、幼児教育支援、理科教育支援、コミュニティへの働きか

けを通じた公立小学校教育の質改善支援（草の根技術協力）、小学校運営改善支援（新

規技術協力プロジェクト）がある。 
 
３．ドナー支援に対する教育省の考え 
 
・ ユネスコと JICA 以外はプールファンドに参加しているが技術協力も認められている。 
・ 教育省としては、“Project”ではなく “Technical Cooperation”としたい意向があり、

JICAとしても単独のプロジェクトではなくEducation For All (EFA)プログラムへの貢

献を強調する形をとっている（ミニッツでは Technical Cooperation (Project)と記載）。 
・ 教育省内で援助調整部局が存在するがあまり機能していない模様。ドナー側が省の援助

調整機能を強化するというよりは、教育省側がドナー同士での調整を望んでいる状況で

ある。またプロジェクトサイトに関し、政府側のオーナーシップは強くなく、むしろ他

ドナーが同一地域で類似事業を実施することは避けたい傾向にある。ルパンデヒ郡にお

いてはユニセフ支援の Decentralized Action for Children and Women (DACAW)事業

が実施されている可能性があるので、ドナー側との調整をしたほうがよい（教育新規案

件では、カピルバスツ県を予定していたがユニセフと重なるため対象県を変更予定）。 
・ ミニッツ署名に関しても、教育省の誰がどういう形で署名するのか等々、事前に協議し

たほうがよい。 
以上 
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MOHP・Child Health Division との面談  

日時 2007 年 8 月 6 日（月）11:00-12:00 

訪問機関 Child Health Division, Department of Health Services, MOHP 

先方 Dr. Pradhan Y.V. (Director, Child Health Division, Department of 

Health Services, MOHP) 

当方 調査団：久保倉、小林（和）、石井（菜） 

JICA 事務所：Laximi Konwar (保健担当) 

 

1. School Health and Nutrition Project について 

 National strategy は、本プロジェクトにとって大切なガイドラインだが、プロジェ

クト実施の際は、フレキシブルに対応していきたい。また将来的には、プロジェクト

対象郡を越えて、国家プログラムとしていきたい。 

 現在は MOHP が実施のイニシアティブをとっているが、将来的に MOES の Capacity 

development がなされたら、MOES に主導権をシフトし、MOHP はロジ面と医療的な技術

協力を支援していきたい。 

 プロジェクト対象郡の選定については、丘陵地から１郡、タライ平野から１郡を選定

してほしい。 

 プロジェクトの実施機関となる NGO の選定を明確にしてほしい。 

 2006 年 DHS の結果によると、MDG4 については達成の期待がある。栄養状態に関して

は、栄養改善のためにビタミン Aや鉄分の補給等を実施してきているが、あまり改善

していない。また寄生虫駆除も実施しているが、子どもの間で、寄生虫は未だに蔓延

している。 

 栄養の問題及び寄生虫対策は、社会経済的背景を考慮したアプローチが必要である。

MOHP だけでは解決できないため、教育分野等の他セクターからの介入が必要。 

 過去のプロジェクトの問題として、プロジェクト自体は成功しても、プロジェクト終

了後に活動が続かないことが多かった。このような問題が起きないよう、今回はプロ

ジェクトデザインにも積極的に参加していきたい。 

 NSHNSAC とは別に、JCC も組織されるべきである。広く National Strategy を見る

NSHNSAC とは別途、プロジェクトに特化した JCC が必要。 

 

2. National Strategy 策定後の進捗状況、現状、実施体制、今後の計画等 

 昨年度はレビューミーティングを実施し、全ての郡のマネージャーに National 

Strategy の配布・概要説明を行ったが、今現在は活動が本格的に始まっていないため、

彼等が戦略を覚えているか分からない。普段はあまり意識していないだろう。 

 今年度も、全ての郡のヘルスマネージャー、全ての Division, section のチーフを対

象にレビューミーティングを予定している。 
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 学校児童対象プログラムについては、Internal Performance Meeting でレビューする。 

 National Strategy 推進のための中央レベルでの委員会はまだないが、同委員会の設

置について、今後 MOES と話し合っていきたい。 

 学校予防接種プログラムを２４郡で実施した。（はしか、破傷風等） 

 学校寄生虫駆除活動、ハンセン病の教育を実施した。 

 これまでは 5歳以下の子どもを対象に寄生虫駆除を実施してきたが、今後は 5歳以上

の子どもに対して実施する予定。    
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保健サービス局小児保健課栄養セクションとの会合 

日時 ８月６日（月）１２：００～１３：００ 

場所 保健サービス局小児保健課栄養セクション 

先方 Raj Kumar Pokharel, Chief, Nutrition Section 

当方 調査団員：久保倉、小林（和）、石井（菜） 

ＪＩＣＡ事務所：Laxmi Konwar（保健担当） 

 
面談内容： 

 栄養セクションは現在２名体制であるが、ＵＮＩＣＥＦ、ＷＨＯ、ＷＦＰ、ＵＳＡＩＤな

どのパートナーとともに栄養分野の事業を実施している。保健サービス局とＵＮＩＣＥＦ

は特に１年生から１０年生までの初等・中等教育の児童を対象として微量栄養素の供与を

支援しており、南東部ではビタミンＡ補給が上手くいっている。さらに思春期の女性を対

象にした鉄分補給の事業も計画している。 

 ＷＦＰは５才未満の子供を対象に９郡で栄養価の高い食物の配布を支援している。かつて

ルパンディヒ郡も対象郡であったが、現在は対象外となっている。WFP/Food for Education 

Program は教育省の管轄である。 

 保健サービス局としては、長期的な観点から食物を通じた栄養改善アプローチが重要であ

ると認識しているが、子どもの栄養不良・発育不良が未だに高い現状下、短期的には微量

栄養素の補給による栄養改善のニーズも高いと考えている。将来的には持続性を考慮し、

食物を通じた栄養改善アプローチにシフトしていきたい。 

 本プロジェクトでは活動の一つとして学校菜園の要請が出されている。保健サービス局に

は学校菜園整備のノウハウがないが、農業省との連携または調整を経て、農業事務所（郡

レベル）の協力で、菜園を作ることが可能である。 

 学校における寄生虫対策として薬を配布したり、予防接種を行ったりしており、教員にそ

のための研修も実施してきたが、教員の実施能力をさらに改善する必要性がある。 

 栄養関連の補助教材等は、National Health, Informational Education & Communication 

Center (NHIECC)が編集・印刷し、栄養セクションが技術面を担当し作成している（ドナ

ー支援による多数の教材があった）。 
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教育局管理課との面談 

日時 ８月６日（月）１４：３０～１５：３０ 

場所 教育局のワークショップ会場（デモの影響で教育局が封鎖されていたため） 

先方 Prakash Raj Pandey, Director, Administrative Div 

Hari Lamsal, Deputy Director, Administrative Div 

当方 調査団員：久保倉、小林（和）、石井（菜） 

ＪＩＣＡ事務所：津守所員（保健担当）、小林所員（教育担当）、Laxmi Konwar（保

健担当）、Krishna Prasad Lamsal(教育担当) 

 
面談内容： 

 国家学校保健栄養戦略については把握しておらず（同戦略は２００６年に発表されたが）、

保健サービス局と同戦略について話し合うための会合も持っていない。今年９月（１５日

～２１日）に Save the Children US の主催で同戦略を実施に移していくための会合（キッ

クオフミーティング）が開催される予定であり、教育局として関心はあり、カウンターパ

ートとなるＮＧＯの募集も新聞で告知している。本プロジェクトの教育局側のカウンター

パート部署は暫定的に管理課としているが、実際に開始される時には適切な部署を割り振

りたい。おそらく管理課内の教育教材管理セクションあたりが適切な部署になるのではな

いか。 

 教育局としては、学校の衛生環境、特に汚染された水が学童にとって健康の脅威となって

いること、並びに栄養不良・発育不良の学童が多いなど食・栄養の問題も深刻であると考

えている。食の問題については、教育スポーツ省のほうで”Food for Education Project”を

設置し、今年度予算では１３郡を対象に同プロジェクトが実施される予定である。また、

子供の健康診断も重要であると考えている（私立校にはSchool Nurseが配置されている）。 

 教員への研修について、研修内容にもよるが、短期の研修であれば教育局計画モニタリン

グ課のほうで対応し、長期研修は国家教育開発センター（National Center for Educational 

Development）が担っている。 

 学校改善計画（SIP）の計画に関することは教育局計画モニタリング課のプログラム予算セ

クションが見るが、SIP の実施・調整については教育運営課の学校運営セクションが担当

することになっている。 
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シンドパルチョク郡保健事務所との会合 

日時 ８月７日（火）１０：００～１１：００ 

場所 シンドパルチョク郡保健事務所 

先方 Dr. Nandasikane, District Health Officer 

当方 調査団員：久保倉、小林（和）、石井（菜） 

ＪＩＣＡ事務所：津守所員（保健担当）、Laxmi Konwar（保健担当） 

 
面談内容： 

 郡内には郡都チョータラにある１郡病院（５０床）、３ヘルスセンター（ＰＨＣ）、１０ヘ

ルスポスト、６５箇所にサブヘルスポストが存在する。郡病院には、医師２名（３名枠が

あるが１名空席）、医師補ＨＡ１名、看護師４名、保健助師ＡＨＷ２名、看護助産助師ＡＮ

Ｗ２名が常勤している。サブヘルスポストには、通常、母子保健師（ＭＣＨＷ）、保健）助

師（ＡＨＷ、村落保健師（ＶＨＷ）の３名が配置されることになっており、郡内に２６４

箇所あるアウトリーチクリニックにも配置されている。なお、郡保健事務所には、ＨＡ、

ＥＰＩスーパーバイザー、コールドチェーンアシスタント、家族計画アシスタント、マラ

リアアシスタント、公衆衛生看護師（現在空席）各１名ずつが勤務している。 

 年間予算はおよそ５千万ルピー（１億円近く）であり、そのうち４０％はＵＮＩＣＥＦ、

ＵＮＦＰＡ、ＧＡＶＩ等の支援ということである。ビタミンＡ補給のカバー率が９５％に

達するなど高い（ＦＣＨＶによって配布）。現在、ドナーから支援を受けた二国間プロジェ

クトは皆無であり、ＪＩＣＡの技術協力プロジェクトへの関心が高い。 

 予防接種は基本的に１歳までに行い（ＥＰＩカード導入予定）、３歳未満児を対象に発育状

況のモニタリングも行う。２００７年の予防接種カバー率であるが、ＤＰＴ７２％、麻疹

７０％、ポリオ７２％、Ｂ型肝炎７２％であり、ストライキの多発やワクチン不足等の理

由から昨年と比べて若干接種率が低い。 

 郡保健事務所は中央の政策、法令、基準を郡内の保健医療現場で徹底されるよう指示・調

整を行うとともに、保健医療人材に対する研修（看護師、看護助産助師等に対して栄養分

野のオリエンテーションを四半期毎に開催するなど）を通常業務として実施している。村

落レベルを中心に郡内に女性ヘルスボランティアが７１１名おり、村落において母親クラ

ブからも１名は選出されることになっている。 

 郡保健事務所にはサブヘルスポストによる学校保健活動のための予算４万ルピー、郡教育

事務所関係者・教員に対するオリエンテーション等のための予算１万ルピーがある。学校

で１時間半の保健の授業（特に９－１０年生を対象としたリプロダクティブヘルスに関す

る授業）を行ったサブヘルスポストのスタッフには日当として２００ルピーが支払われ、

年間２００授業を行う計画にしている。学校でサブヘルスポストのスタッフが保健の授業

を行うための調整は、末端の各現場レベルで適宜行われている。 

 郡レベルでは女性、子供、エイズ、ＥＰＩなどの分野で様々な委員会が存在する。郡教育

事務所との間で学校保健に関る委員会や定期的な会合はないが、子供の権利・保護委員会、

女性開発委員会、リハビリテーション委員会の席で、郡教育事務所と会う機会がある。郡

開発委員会（ＤＤＣ）との連絡・調整はあまり積極的に行われていない。 
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 地方の学校で最も問題なのは、安全な水が確保されていないため、手洗いの徹底を含め衛

生教育が十分できていないことから、寄生虫や下痢などが未だに深刻な状況である。 

 乳幼児の栄養状況の悪さは、母親が農作業に出てしまい子供に母乳を与えられないこ

と等による例もある。また、栄養失調が特に多いのは、タマン族と低カーストのダリ

ットの子供である。男女の比率では女の子の方が栄養失調が多い。 
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Sindhupalchok 郡教育事務所との打ち合わせ 
日時 2007 年 8 月 7 日（火）13:20-14:00 
場所 District Education Office, Sindhupalchok  
先方 Administration Section Officer, Mr. Badri Poudel 

Planning Section Officer, Mr. Govindra Sedai 
当方 調査団久保倉、石井、小林、 

JICA ネパール事務所; 所員津守佑亮、保健担当 Program Officer Ms. Laxmi Konwar
Ministry of Health and Population, Nutrition Section; Mr. Lila Bilam Thapa 
Helen Keller International Nepal Mr. Gopi Sapkota, Mr. Prakash  

 
概要： 
１． 郡教育事務所組織および郡の教育概要 

・ 所長、Section officer 2 名、Supervisor 7 名、Resource Person 19 名。 
・ 全部で 503 校の小学校がある（中等学校レベル含む）。 
・ 小学校教員 1251 名、前期中等学校教員 151 名、中等学校教員 141 名。 
・ 小学校児童数 60333 名、前期・中期中等学校生徒数 23925 名、後期中等学校生徒数 2818 名。 
・ 小学校純就学率 87％（2006 年）、中退率 6.3％、成人非識字率 60％（2001 年）。 
・ 児童数に応じて各小学校に予算配分している。 
・ 主要な教育開発事業は Education For All National Program, Secondary Education 

Support Program (SESP), Community School Support Program (by World Bank)である。

また、Save the Children Norway （学校建設）、PHASE Nepal （成人識字教室、ノンフォ

ーマル教育）等の NGO が支援している。過去（５年ほど前）には UNFPA による支援もあ

った。 
・ School Management Committee (SMC)の約 60％が活発に活動している。特に郡の南部では

SMC は活発だが、北部山間部は貧しいため、SMC は活発ではない。地域の貧しさと SMC
の活動は相関関係にある。School Improvement Plan (SIP)についてはわからない。 

・ 郡の約 13％の学齢児童が学校に行っていない。おもな理由として貧困、内戦の心理的悪影響、

両親の意識不足、学校が遠いこと、授業が定期的に行われない、教員数の不足（児童 45 名

に 1 名の教員がつくことになっているが、345 名教員が不足していることになる）等があげ

られる。 
・ 郡内で特に貧しいのはタマン、マジ、ダヌワール（ダリット）に属する子どもたちである。 
・ （おそらく）学校において水にアクセスできるのは 20％くらいであろう。中等学校において

はトイレが設置されていることが多い。 
 
２． 郡保健人口事務所との連携について 

・ Inclusive education を推進しているが、学齢児童が身体的精神的ハンディキャップをもつか

どうかの判断を郡保健人口事務所との連携で行っている。 
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・ （どのようなことを保健行政に依頼したいか？との質問に対し）、児童の定期的健康診断、救

急箱の設置等。 
・ （ヘルスポストを活用してはどうか？との質問に対し）、学校の近くにヘルスポストがない場

合もあるので状況は一様ではない。 
・ 両者の定期的な会合は行われていない。 

所感： 
・ インタビューでは明確には指摘されなかったが、同行した保健人口省スタッフ等からの情報

によると、マオイストの襲撃により多くの学校が破壊されたり、また、教員自身がマオイス

トメンバーであったりと、学校が機能していない状況が想定された。 
・ 学校保健テーマに限らず基礎的インフラ等を含めた支援ニーズが高いと思われるが、支援の

際には支援アプローチやそのプライオリティをよく考察したうえで実施する必要があるであ

ろう。 
・ 教育事務所長は中央での会合のため不在であったこと等々、郡教育事務所の概要や事業目標

等を含め、さらに調査が必要であろう。 
・ 学校保健の推進には学校だけではなく地域コミュニティの参加と協力が必要であることがう

かがわれた。 
以上 
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シンドパルチョーク郡 Lower Secondary School 校長との面談 

日時 2007 年 8 月 7 日（火）15:00-16:00 

訪問機関 

 

Ban Devi Lower Secondary School, Choutara, Sindupalchowk District 

先方 Mrs. Minadevi Shrestha (校長) 

当方 調査団員：久保倉、小林（和）、石井（菜） 

JICA 事務所：津守所員（保健担当）、Laximi Konwar（保健担当） 

 

1. 学校の概要 

 全校児童：336 人（1 年生：32 人、2 年生：25 人、3 年生：34 人, 4 年生：32 人、5

年生：46 人、ECD：20 人） 

視覚障害の児童：10 人、ダリットの児童：46 人 

 教師：10 人（男性：6人、女性：4人）（政府雇用：3人、コミュニティ雇用：7人） 

 学校設備：9 教室、視覚障害児童のためのリソースセンター、トイレ 2 つ（教師用・

児童用各 1つ）。 

トイレと教室の建物の 1つは、2年前に BPEP の援助で建設。 

 授業時間：10：30－16：00、1：15 から 45 分間の昼休み。 

 学校の年間予算：70 万ルピー。 

 授業料：primary は無料、lower secondary は一ヶ月につき一人 40-50Rs。 

 

2. 学校保健関連プログラムの実施状況 

 3-4年前にTTプログラムを実施。その後は学校保健に関する特別なプログラムは無い。 

 1 年生から 8 年生までの教科書に、健康や栄養に関するトピックが含まれている。学

校保健のフォーカルポイントは特になく、7人の教師が教えている。 

 

3. ドロップアウト 

 3-5 年生にドロップアウトが多い。 

  主な理由：年齢が上がるにつれて、現金収入を得るための活動が多くなっていくため。 

 ドロップアウトした児童のフォローアップ及び奨学金の支給も行っている。 

 

4. 児童の健康・栄養状態 

 児童に多い病気：下痢、たちくらみ(15 分の朝礼で、数人の生徒が倒れる) 

 2 時間かけて通学する児童もおり、7 時に朝食を食べて登校すると、学校で空腹にな

り、家に帰ってしまうこともある。 

 昼休みのおやつとして、家からとうもろこしやチウラ（干し飯）を持ってくる児童が

多いが、何も食べずに空腹で家に帰ってしまう児童も多い。家に食べに帰り、そのま

ま学校に帰ってこない児童もいる。 
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 給食を提供するドナーを探している。児童に家からとうもろこし等を持ってこさせる

ことは可能だが、現在は調理する場所が学校に無い。 

 

5. 学校の衛生状況 

 学校の掃除 

  教室：クラスの児童が掃除。 

  教室外：毎週金曜日に児童が掃除。 

  トイレ：雑役夫が掃除。（水場が遠いため） 

 飲み水・掃除に使う水は、雑役夫が水場から持ってくる。 

 学校にファーストエイドキットはない。 

 児童用のトイレが 1つしかないが、男子児童がトイレを優先的に使用してしまうため、

女子児童は近くの林等をトイレにしている。 

 

6. SMC 

 SMC メンバー：9人（男性 7人、女性 2人）保護者と教師によって構成。 

 SMC とのミーティング：必要に応じて、週に 1 回～月に数回実施。3 ヶ月に 1 回、教

師との合同ミーティングを実施。 

 役割：学校のロジスティックマネージメント。 

 

7. PTA 

 PTA メンバー：11 人（男性 10 人、女性 1人）SMC と PTA のメンバーは異なる。 

 役割：授業の質の監督、保護者の学校への動員、児童の就学の支援 

 

8. 教員の研修への参加 

 ジェンダー主流化、プランニング、ECD 等にかかる研修があり、教員が参加している。 

 校長も研修に参加する機会はあるが、昨年校長が参加した研修は特に無い。 

 

－56－



ルパンディヒ郡保健事務所との会合 

日時 ８月８日（水）１１：００～１２：００ 

場所 ルパンディヒ郡保健事務所 

先方 Dr. Ram Chamdra Khanal, Public Health Administrator, DPHO 

当方 調査団員：久保倉、小林（和）、石井（菜） 

ＪＩＣＡ事務所：Laxmi Konwar（保健担当） 

面談内容： 

 郡内には、１郡病院、１Zonal hospital、１Medical College、１子供・女性病院（AMDA

の支援実績あり）、３ヘルスセンター（ＰＨＣ）、６ヘルスポスト、５８サブヘルスポスト

があり、コミュニティでは１２９０名の女性コミュニティヘルスボランティア（FCHV）

が配置されている。FCHV は、郡の人口数を基に必要人数が配置されているため、他郡よ

りも人数が多い。 

 DPHO の組織は、４テクニカル部門（感染症、子供の保健、ファミリーヘルス、ヘルスプ

ロモーション）と５アドミ部門（研修、統計、管理、財務、管財）で構成されており、２

７名の職員のうち、１５名が医療系専門職員である。医療系専門職員は、医師補（HA）、

看護士、EPI スーパーバイザー、コールドチェーンアシスタント、家族計画アシスタント、

健康教育推進員、マラリア検査官、寄生虫対策アシスタント、結核検査アシスタントがい

る。DPHO の役割は、病院、ヘルスセンター、ヘルスポスト、サブヘルスポストへの技術

並びに運営管理面でサポートすることである。 

 ５才未満児へのビタミンＡ補充キャンペーン、UN Mission for Nepal（UMN）と Action Aid

による母性保護、JICA による結核と IMCI などへの支援実績があるが、学校保健に特化し

たプロジェクトはこれまでに実施したことはない。そのほかに、多くの INGO、NGO が活

動しており、HIV/AIDS 感染率が高いと言われているインドとの国境沿いの郡なのでエイ

ズ予防対策を行う NGO が多い。いくつかの VCT センターでサンプル調査をした時、検査

を受けた５７６名中、３８名が陽性だったという報告もある。 

 ２００６年予防接種カバー率は、BCG９９％、DPT3９２％、ポリオ９２％、麻疹８７％、

Ｂ型肝炎９２％、妊婦への破傷風６６％である。１年生～３年生を対象にＤＰＴ、破傷風

（ＴＴ）の予防接種も行われている。また、２００６年に行われた３歳未満児を対象とし

た成長モニタリングでは、６％が低体重であることが確認されている。 

 昨年、８～１０年生を対象にリプロダクティブヘルス分野の講義を計３０８回実施した。

学校でリプロダクティブヘルスの授業を行ったヘルスポストまたはサブヘルスポストのス

タッフには日当として２００ルピーが支払われた（シンドパルチョク郡のケースと同様）。 

 DEO とは、子供の保健、エイズ、障害者支援などの委員会で最低毎月１回程度顔を合わせ

ている。ポリオ一斉キャンペーンなどで学校の協力が必要な時には、電話などで DEO を通

じて子供が学校に来るよう手配を依頼したりすることもある。これまで DEO とのコミュニ

ケーションで特に問題はない。 
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 学校から協力依頼がある場合には、電話等でヘルスポストと連絡をとり、調整も全て行っ

た。 

 学齢児童の大きな健康問題として、低カースト、ムスリム、タルー等の少数民族が住む幹

線道路よりの南部タライ、及び丘陵地域のコミュニティ（Vulnerable Community）におけ

る栄養不良と発育不良の問題が深刻であると考えられる。 

 
ルパンディヒ郡開発委員会事務所との会合 

日時 ８月８日（水）１５：００～１５：３０ 

場所 ルパンディヒ郡開発委員会事務所 

先方 Mr. Ugendra Raj Gyenwalee, Programme Officer, DDCO 

当方 久保倉（保健サービス局栄養セクション Lila Bilam Thapa、ヘレンケラー・イ

ンターナショナル Gopi Sapkota も同行） 
 
面談内容： 

 DDC は、重要事項について決定権限を有する上部３部署（District Council, DDC Executive 

Board, Chairman）が今年１１月の憲法制定選挙までは（またそれ以降もしばらくの間）

空席のままとなっており、DDC 事務所では Local Development Officer（LDO）が実務を

取り仕切っている。LDO の指揮下に、計画管理、財務、人材開発、社会、プログラム情報、

内部監査の６セクションが設置されている。郡内には６９の村落開発委員会（VDC）が設

置されているが、DDC 同様に委員の選出が行われていない。２００７年度予算は６億４千

万ルピーで、そのうち３億２千万ルピーは郡の地方・住民税等による郡独自の収入で、残

りは中央政府からの配布予算などで賄われている。 

 DDCO の主なプログラムは、人材開発、社会開発、インフラ整備の３分野である。人材開

発プログラムでは、VDC の委員やスタッフ、コミュニティリーダー等に対する研修

（Training of Trainers）を行う。社会開発プログラムは、女性と子供、低カースト層をタ

ーゲットに、知識・スキル向上を目的とした研修の開催、並びにソーシャルモビリゼーシ

ョンを支援している。インフラ整備事業では、道路、電気、電話・通信分野のほか、学校、

ヘルスポストの整備も行っている。２００７年は学校建設・整備用に１千万ルピーの予算

がついている。 

 DPHO、DEO との関係について、多くの委員会の席で顔を合わせることがあるが、特に定

期的な会合を持っていない。必要に応じて、不定期に個別に会合を持つことはある。 

 初等教育対象年齢の５才～９才の人口は、１００,７２４人、公立小学校へ通う学童は７４,

２５１人、公立小学校の教員は１,７４１人（２００５年統計）。 
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Rupandehi 郡教育事務所との打ち合わせ 
日時 2007 年 8 月 8 日（水）12:50-13:30 
場所 District Education Office, Rupandehi 
先方 Office Administration and Examination Section Officer, Mr. Hari Poudel 

School Administration Section Officer, Mr. Anbika Acharya 
School Supervisor , Mr. Manoj Kumar Gaire 

当方 調査団久保倉、石井、小林、 
JICA ネパール事務所保健担当 Program Officer Ms. Laxmi Konwar 
Ministry of Health and Population, Nutrition Section; Mr. Lila Bilam Thapa, 
Helen Keller International Nepal Mr. Gopi Sapkota, Ms. Meenu Shrestha 

概要： 
 
１． 郡教育事務所および郡の教育概要 

・ Planning Section, School Administration Section, Office Administration and 
Examination Section から構成される。学校教育事業は School Administration Section が、

ノンフォーマル教育事業は Planning Section が担当している。Supervisor は 7 名。 
・ Resource Center 15 センター、Education Training Center（数不明）、政府およびコミュニ

ティスクールが 332 校（うち小学校が 194、前期中等学校が 58、中期中等学校が 81）、私立

学校が 200 校、ムスリム学校が 44 校ある。 
・ 就学前教育児童は 418 名、小学校児童は 99272 名である。 
・ 20VDC 全体で 1－3 年生までの中退児童数は 4316 名である。 
・ 成人識字率は 66％（男性 77％、女性 55％、2001 年統計）。 
・ 小学校学齢児童のうち、未就学（就学経験なし）児童の割合は 20－25％と想定する。未就学

の理由は、ムスリム学校に行っている、貧困、学校がない、早期結婚（10 歳くらいの女児で

も結婚する）等である。 
・ ムスリム人口は 61063 名で郡人口の約 9％を占め、おもに南部地域に多い。 
・ おもな事業は、貧困層（ダリット等）や障害児への奨学金付与（障害児に関しては全体予算

の 15％を付与）、学校建設、教科書配布、学用品支援等である。Education for All 事業がお

こなわれている。2006 年までは WFP 支援による Food for Education が中退率の高い地域で

実施されていた。 
 
２． 学校運営の状況 

・ すべての学校に School Management Committee が設置されている。 
・ School Improvement Plan (SIP)はすべての学校が提出することになっているが、2 年前から

は提出されない学校が増えつつある。計画が提出されなくても児童数に応じて予算は支出さ

れる。学校レベルにおいては基礎的な学校の情報や統計も理解しておらず、計画策定ができ

ない状況である。 
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３．学校保健の状況 
・2 年前の SIP では、トイレや水設備等の設置計画もみられた。ただし、中等学校レベルにはす

べてトイレがあるので、従来小学校のみであったのが、中等学校レベルに昇格した場合にのみト

イレがないことになる。 
・郡保健人口事務所との連携に問題はない。（保健人口事務所より必要に応じて（EPI キャンペ

ーン等）教育事務所に協力を依頼される。） 
・中等教育レベルでの関連科目としては、例えば “Environment, Population and Health” 等

があるが、実際には同分野に習熟した教員が不足しており満足な授業ができない状況である。 
 
所感： 

・ 郡教育事務所長が不在であったため、ほかのスタッフが対応してくれた。突然の訪問であっ

たようでスタッフも入れ替わり立ち替わりとなり、基本統計等への回答にもかなり時間がか

かった。タライ平野の貧困層、低カースト等の実態により教育開発には課題が山積しており、

具体的な取り組み方法さえも事務所としては明確にはなっていない状況が伺われた。 
・ 保健人口事務所が新建物であったのに比較し、教育事務所は破壊されている部屋もあった（理

由は不明）。本案件にかかるニーズや意向、郡全体の教育関係機関の現状など、再度、教育事

務所長に話を聞くことが必要であろう。 
以上 
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ルパンデヒ郡 Lower Secondary School 校長との面談 

日時 2007 年 8 月 8 日（水）15:30-17:00 

訪問機関 Shree Semari Lower Secondary School, Kamariya VDC, Rupandehi District

先方 Mr. Abdur Rahaman Khaan (校長)、SMC 議長、SMC メンバー4人（男性 3人、

女性 1人）、保護者 8人（男性 8人） 

当方 調査団員：小林（和）、石井（菜） 

JICA 事務所：Laximi Konwar（保健担当） 

Helen Keller International Nepal：Ms. Meenu Shrestha 

 

1. 学校の概要 

 全校生徒数 740 人中 Primary の児童数は 523 人（男子児童：267 人、女子児童：256

人） 

1 年生：198 人（うち女子児童 105 人）、2年生：83 人（うち女子児童 40 人）、3 年生：

97 人（うち女子児童 47 人）、4年生：70 人（うち女子児童 29 人）、5年生：75 人（う

ち女子児童 35 人）1年生のみ 3クラスある。 

 教師 11 人＋ボランティア 1人（DEO 雇用：3人、VDC・コミュニティ雇用：8人）から

成る Community Managed School。 

 併設のリソースセンター（RC）は近隣の 23 学校をカバーしている。モデル RC として

賞を受賞し、1,000Rs の賞金をもらったこともある。 

 全校生徒の各教科の達成度をパソコンで記録・管理している。校長がフォーマットを

作り、パソコンの使い方・入力方法を教師に指導。現在は教師が各生徒のデータを入

力している。 

 単元別の成績と最終試験で進級が決まる。 

 

2. 学校保健関連プログラムの実施状況 

 Immunization と Vitamin A プログラム以外には、DHO からのプログラムは特に無い。 

 

3. 児童の健康・栄養状態 

 校長が率先して、児童の伸びた髪や爪を切り、子どもたちを清潔に保つことに努めて

きた。当初は「自分の子どもの髪を勝手に切った」と怒鳴り込んでくる親もいたが、

繰り返し清潔にすることの大切さを説明することにより、親も理解するようになった。 

 ヘルスポストは 5km 程離れた、川を越えた場所にある。ヘルスポストが開いている時

間と学校の授業時間が重なること、雨季には川が増水すること等の理由から、子ども

たちは重症でない限りヘルスポストにいくことは無い。 

 朝礼時、日射病で倒れる児童はいるが、栄養の理由で倒れる児童はいない。 

 空腹で帰宅してしまう児童は 1年生にはいるが、上の学年にはいない。 
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4. 学校の衛生状況 

 トイレが出来た当初は、誰もトイレ掃除をしたがらなかったため、校長自らが掃除し

た。それを見たピューンが現在は水場から水を運び、トイレを掃除するようになった。 

 

5. ドロップアウト 

 女児の就学率を上げるために、母親を集めたり、SMC と教員グループが登録日の前に

家庭訪問等を行っている。このような努力の結果、この学区で学校に来ない子どもは

殆どいない。（7年前には 74 人の生徒しかいなかった） 

 この地域には早婚の習慣があり、5－7 年生の女子の約 90%が結婚している。中には 2

年生で結婚している女子児童もいる。結婚後も学校に通い続けるよう親を説得して回

ることも行っている。 

 EFA のお陰で、この学校や他の学区でも、学校に来る子どもは増加したが、ドロップ

アウトが多いのが課題である。 

 

6. SMC・PTA 

 SMC メンバー：9人（女性 2人） 

 SMC の役割：学校のモニタリング、教師の仕事のチェック、地域の子供の就学支援（登

校時に学校に行かない子どもがいれば、学校に行くように声をかける等） 

 School Implementation Plan (SIP)の昨年度の内容には、家庭訪問、健康キャンペー

ン、母親との会合も含まれている。SIP トレーニングは受けていないため、校長自ら

の努力でプランを作成している。 

 

 PTA メンバー：24 人（女性 11 人） 

 PTA の役割：予算確保、教員と親の会合開催 

 

7. 教員の研修等 

 研修機会はたくさんある。（例：ラジオを通じたトレーニング、教材開発トレーニン

グ、教育の質に関するトレーニング、ジェンダー主流化トレーニング等） 

 近隣の学校との交流機会は無い。 

 

8. 所感 

  DEO の職員が「リソースセンターがカバーする 23 の学校のうちベストの学校」と言う

ほど、校長のやる気、SMC や PTA の強いコミットメントが見られる。学校保健に関す

る特別な予算やリソースがなくても、教員のモチベーションや考え方次第で行える活

動があること（清潔に保つよう、日々児童や保護者に指導する等）を示唆している好

事例である。 
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INGO・Helen Keller International Nepal との面談 

日時 2007 年 8 月 9 日（木）14:30-16:30 

訪問機関 Helen Keller International Nepal 

先方 Mr. Gopi Sapkota (Officer in Charge) 

Ms. Meenu Shrestha (Office Manager) 

当方 調査団員：久保倉、石井（菜） 

JICA 事務所：小林所員（教育担当）Laximi Konwar（保健担当） 

 

１．Helen Keller International Nepal の活動概要 

 Helen Keller International Nepal では、主に以下の活動を行っている。 

・ School Health Program for Trachoma Control 

・ Homestead Food Production and Nutrition Program （ 最 近 フ ェ ー ズ ア       

ウト）、Operation research with sweet potato and kangkong 

・ Vitamin A Supplementation Program 

 それぞれのプログラムに対し、各郡でローカル NGO を選び、カウンターパートとして

活動を実施している。郡レベルでは、郡教育事務所、郡保健事務所、郡農業開発事務

所と連携して活動を行っている。 

 フィールドオフィス：ダンガリ郡に一つ。 

 総スタッフ数：13 人 

 

２．School Health Program for Trachoma Control の概要 

 2000 年に開始 

 対象郡：カイラリ郡とカンチャンプール郡 

 対象：158 校、6万人の学校児童（3フェーズの合計） 

 連携先：郡教育事務所、郡保健事務所、ＳＭＣ，ＶＤＣ 

 主な活動 

・ 校長への学校保健とトラコーマに関するトレーニングの実施 

・ トラコーマに関するブックレット、教員用ガイドライン、IEC 教材の配布 

・ トラコーマに関するクイズ大会、エッセイコンテスト、学校演劇コンテスト等の開

催 

・ 学校トイレ建設 等 

 プロジェクトの成果 

・ 児童と母親のトラコーマに関する知識の向上 

・ 学校と家における水へのアクセスの向上 

・ 家におけるトイレ建設の促進 
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３．Homestead Food Production and Nutrition Program の概要 

 1997 年に開始（2006 年に終了） 

 対象郡：極西部・西部の 9郡 

 主な活動 

・ カウンターパートＮＧＯスタッフへのトレーニング 

・ 脆弱な社会層を優先して選んだ 5000 人のグループメンバーへの homestead food 

production, 栄養、ジェンダーに関するトレーニング 

・ IEC 教材の開発・配布 等 

 2002 年から 2006 年プロジェクトの成果 

・ 世帯内における野菜・卵の摂取量の増加 

・ 母親と子どものビタミンＡ摂取量の増加 

 

以上 
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UNICEF ネパール事務所との会合 

日時 ８月 10 日（金）１6：００～１7：００ 

場所 UNICEF ネパール事務所 

先方 Ms. Eriko Onoda, Planning Officer 

Mr. Pragya Mathema, Project Officer, Health and Nutrition Section 

Ms. Sabina Joshi, Project Officer, Education Section 

当方 調査団員：久保倉、小林（和）、石井（菜） 

JICA 事務所：Laxmi Konwar（保健担当） 

面談内容： 

 当方から「学校・地域の保健・栄養改善プロジェクト（仮称）」事前調査の背景及び目的に

ついて説明した後、先方から DACAW プログラムにおける保健分野と教育分野に関する説

明がなされた。 

 UNICEF は、子どもと女性の有する様々な社会問題（健康、教育、権利など）を解決すべ

く、地方の行政組織、社会サービス提供機関、コミュニティのキャパシティデベロップメ

ント、そして分野横断的なアプローチで協力している。「子どもと女性のための地方分権化

行動（DACAW）プログラム」は、15 郡を対象に、学齢児童の初等教育修学、保健サービ

スへのアクセス、栄養、衛生環境、妊産婦の妊産婦ケアサービスへのアクセス等の改善を

目的として、VDC レベルに配置された村落ファシリテーターと各コミュニティ内で選出さ

れたコミュニティ・モビライザーが協働で、地域住民の健康を含めた様々な問題に関する

現状分析と解決に向けた住民のエンパワメント強化を支援している（DACAW プログラム

の詳細については別添資料参照）。 

 子どもの栄養不良の問題は深刻であるが、DACAW プログラム対象地域では 99 年当時と比

較すると子どもの栄養不良率が 50％以上改善した。 

 教育側からのアプローチとしては、フォーマル、ノンフォーマル双方でライフスキルにつ

いて研修を行う中で健康・栄養について扱っている。 

 
以上 
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National School Health and Nutrition Strategy コンサルタントとの会合 
日時 2007 年 8 月 11 日（土）午前 11 時 30 分－14 時 
場所 ホテルロビー 
先方（敬称略） Mr. Bhimsen Devkota, Director, Develpoment Resource Centre (DRC) 
当方 小林 
 
概要： 
2006 年 6 月に発行された National School Health and Nutrition Strategy（以下 Strategy
と記載）の策定に貢献したコンサルタントに、Strategy の背景等を聞いた。 
 
・Strategy 策定時にあたり日本医師会にコンサルタントとして雇用された。策定に際して

は保健省、教育省のほか、NGO／INGO を含むドナーがメンバーとなり、会合を重ねた。

Strategy 策定にあたってはいくつかの郡における活動を現状調査するなど、現場での課

題を分析した。 
・Save the Children USA が Strategy 英語版、Plan International が同ネパール語版印刷

を支援した。また、実施ガイドラインも Strategy に合わせて作り、Plan International
の支援によって完成した（ネパール語のみ）。（→後日確認したところ、実際は現在ドラ

フト最終段階。） 
・Strategy を実践に移すためにガイドラインが作成された。①児童による学校保健サービ

スの利用改善、②健康的な学習環境の改善、③健康と栄養に関する態度や習慣の改善、

④コミュニティ支援システムや政策環境の強化と改善の 4 点の戦略を具現化するために、

各ステークホルダー（教育省、保健省、学校、コミュニティ関連）が何をどのようにす

るのかが具体的に提示されている。また、各ステークホルダーのモニタリングフォーム

も提示している。 
・子どもクラブはすべての小学校において組織することが推奨されている。 
・保健省における小学校児童に対する支援プライオリティはあまり高くないのが現状だが、

小学校または学齢児童を保健の視点からモニタリングする人材を任命するのが保健省の

役割だと思う。 
・School Nurse は保健省の責任で人材を任命することができるだろう。Plan International  

や Save the Children USA の支援プロジェクトでは School Nurse を雇っており、教育省

側もその必要性を認識している。（私立学校では School Nurse を雇用していることに関

し）、学校の充実度をアピールするためのものであることが多く、質は低い。 
・学校レベルでは School Improvement Plan (SIP), District Development Committee 

(DDC)では予算の 10％を教育や保健等社会セクターに配分する等、課題を解決するため

に活用できる仕組みは多くある。 
・教育省では “Environment and Health Guideline”がある。 
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・当時 Strategy 策定にあたっては保健省側のリードで始まったが、現状では教育省側によ

り実権がある（Strategy 策定時の高官が保健省側は異動してしまったこと、学齢児童へ

のプライオリティは教育省側にあること等）。 
 
所感： 
・National Strategy はドナー関係者を巻き込んで策定されたがネパール政府側のイニシア

チブが弱いと思われた。政府側が関係者を集めてのコミッティを整備することが望まれ

る。 
・Mr. Devkota 氏は教育のバックグラウンドをベースに学校保健に取り組んできたようだ。

現在はスコットランドで博士学位を取得中。同時に NGO 代表でもあり、近年、無償小学

校建設の評価を実施した。ベースラインサーベイ等実施の実績もあり、学校保健の推進

にあたってはぜひ協力したいとのこと。 
以上 
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保健人口省保健サービス局子供の健康課栄養セクションとの会合 

日時 ８月 13 日（月）１0：００～１1：００ 

場所 子供の健康課栄養セクション内応接室 

先方 Mr. Raj Kumar Pokharel, Chief, Nutrition Section, Child Health Division 

Mr. Lila Bikram Thapa, Nutrition Section Officer, Child Health Division 

当方 調査団員：石井（羊）、久保倉、力丸、小林（和）、石井（菜） 

JICA 事務所：Laxmi Konwar（保健担当） 

面談内容： 

 ネパールの予算年度は 7 月から開始されるため、次年度の本新規技プロ案件のための予算

（オフィススペース、スタッフ等）は来年 2 月の予算申請時に計画しておく必要がある。 

 「国家学校保健栄養戦略」の中で設置が計画されている国家学校保健・栄養アドバイザリ

ー委員会はまだ設置されていないが、同委員会を立ち上げる用意はある。同委員会開催や

新規技プロ案件立ち上げに際し、教育スポーツ省と保健人口省間の調整窓口を行う現地コ

ンサルタントを傭上したい。次年度予算は来年 7 月からであるが、適当な人材をリクルー

トして配置できるのは 11 月頃からになると思われるので、それまでの間は新規技プロ案件

の予算で同コンサルタントを傭上して欲しい。 

 「国家学校保健栄養戦略」の実施に係るイニシアティブ（特に保健・教育間の調整業務）

は、現在保健人口省側にあるが、実施がある程度軌道に乗った後は徐々に教育スポーツ省

側にそのイニシアティブを移していきたいと考えている。 

 教育制度改革で初期中等教育（6 年生～8 年生）が初等教育（1 年生～5 年生）に組み込ま

れる計画があるが、実現までには２～３年はかかるであろう。したがって、本新規技プロ

案件の裨益グループは初等教育（1 年生～5 年生）を受ける学童にし、予算が許せば初期中

等教育の学童も含めていけばよいと考えている。 
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在ネパール日本大使館との会合 

日時 ８月 13 日（水）１4：００～１５：0０ 

場所 JICA ネパール事務所内会議室 

先方 富田 晃次 （在ネパール日本国大使館一等書記官） 

当方 調査団員：石井（羊）、久保倉、力丸、小林（和）、石井（菜） 

JICA 事務所：福田（次長）、津守（保健担当所員）、小林（教育担当所員） 
面談内容（敬称略）： 

 かつてカブレ郡内で日本医師会と JICA による学校保健プロジェクトが実施されたが、本新

規案件と同プロジェクトとの関係はどうなっているのか？（富田書記官） 

 2006 年に公表された「国家学校保健栄養戦略」の作成過程において、日本医師会と JICA

の支援で行われた学校保健プロジェクトの経験や同プロジェクトで派遣された日本人専門

家による技術的助言が活用された。本新規案件では、保健・教育行政機関のカウンターパ

ート人材に対するキャパシティデベロップメントを通じて、同国家戦略で規定された各種

活動が具体的に実施されることを支援するものである。（久保倉） 

 本新規案件ではどういった成果が上がることを見込んでいるのか？（富田書記官） 

 ターゲット郡レベルで学童の健康改善に関して的を絞ってまずは具体的な成果を出すこと

が必要と考えている。例えば、ネパールでは朝食・昼食を取らずに長時間学校にいる学童

が貧血になるケースがかなり多いと思われ、その問題を改善するのも一つの手である。（力

丸） 

 ネパール学校保健への協力アプローチはいろいろと考えられる。教員、子供、親達による

協力で学校とコミュニティの行動変容を促したり、すでに教育側のマンデートになってい

る保健活動について保健側の既存サービスとの整合性を確保したり、無償や技プロ（小学

校運営改善、学校保健等）による協力を整理した上で、「国家学校保健栄養戦略」で掲げる

４つの戦略目標に対する日本側の協力の効果を提示したりすることが考えられる。（小林

和） 

 学校保健は保健プログラムの中に位置づけられており（且つ唯一の保健分野の技プロとな

る）、本新規案件を教育プログラムの中に入れるかどうかは ODA タスクフォースで検討し

ていかなければならない（富田書記官）。 

 今年 9 月初旬に無償（第二次小学校建設計画）の B/D が実施される予定で、対象郡は決ま

っていないが、技プロが入っているまたは入る予定の郡を対象郡とするクライテリアを設

けている。（小林所員） 

 治安の問題で、JOCV の数自体も減っており、地方の郡に派遣することが困難なのが現状

である。また、ネパールで実施されるプロジェクトの課題として、国際機関・ドナーの支

援がある期間はネパール側もカウンターパートを配置して活動が行われるが、外部機関か

らの支援が終了すると、ネパール側のプロジェクト活動も停滞してしまう傾向が強い。（福

田次長） 
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 学校レベルで保健活動を活発化させるためには、学校運営委員会（SMC）が作成する学校

改善計画（SIP）の中に学校保健活動を位置づけておく必要がある。本新規案件の中で SMC

のキャパシティ強化をするのであれば、「小学校運営改善」新規技プロと協力内容が重なる

可能性があることから、日本側の投入について重ねることができるものは重ねてはどう

か？（小林和） 

 ２つの技プロのターゲット郡はあえて同じにする必要はないと考える。保健側は学校保健

技プロ、教育側は小学校運営改善技術プロを通じて、それぞれターゲット郡で成果を出し、

特に中央レベルにおける政策面での働きかけなどで同２案件が連携すればよいと考えてい

る。（津守所員） 

 もし１つのターゲット郡で２つの技プロを開始した場合、治安の問題でそのターゲット郡

からの撤退を余儀なくされた時、２つの技プロが同時に止まってしまう恐れがある。（小林

所員） 
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Child Fund Japan との面談 

日時 2007 年 8 月 14 日（火）9:30-10:30 

訪問機関 Child Fund Japan 

先方 吉田 希（プロジェクトマネージャー） 

当方 調査団員：石井団長、力丸、久保倉、小林（和）、石井（菜） 

JICA 事務所：津守所員（保健担当） 

 

CFJ の学校保健・栄養にかかる主な活動 

 1995 年以降 UNM を通じて、栄養改善プロジェクトを実施してきた。2006 年 10 月から

2009 年 9 月まで、草の根技術協力事業「保健行政システムのキャパシティ・ビルディ

ングによるネパールの女性と子どもの栄養改善計画」を実施中。「食生活改善アプロ

ーチ（Food Based Approach）」を全国普及し、女性と子どもの栄養改善状態の改善を

目指している。 

 ネパールの NGO“Nutrition Promotion and Consultancy Service(NPCS)”をカウンタ

ーパートとしてプロジェクトを実施。 

 現在のプロジェクト対象地域：マホタリ郡（治安悪化で現在撤退中）とダディン郡。

今後順次カスキ郡、パルバット郡、カピルバストゥ郡、ナワルパラシ郡で開始予定。 

 ターゲットグループ： 

直接裨益者：ヘルスワーカーと女性ボランティア 

間接裨益者：リプロダクティブヘルス年齢の母親及び 5歳以下の子ども 

 主な活動： 

１．ヘルスワーカーや女性ボランティアへのトレーニング・オリエンテーション、ア

ドボカシーワークショップ、Food Based Approach パッケージの開発、フォロー

アップトレーニング。 

２．農業省からは家庭菜園を導入することへの希望があったが、水へのアクセスがな

いので支援していない。一方で、CFJ としては、天候不順による野菜価格の高騰

等の現状に鑑みると、人々が継続的に野菜を入手できるようにするためにも家庭

菜園の必要性を感じている。現状ではヘルスポストの横にモデル菜園を作ってい

る（カリフラワーやナス等の種子配布支援）。 

３．栄養不良児の救済を目的として、発見された栄養不良児をスイス系ＮＧＯが支援

する民間医療施設まで搬送する費用を負担する支援も始めている。 

 中央レベルでの C/P は、MOHP、CHD（Nutrition Section）。年に一回、advisory committee

を開きたいと考えている。 

 郡レベルでの C/P は DHO の District Health Officer。四半期に一回、NPCS がイニシ

アティブをとり、DHO、DDC、LDO、DAO、WDC、NGOs と郡レベルのミーティングを開催

している。 
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 プロジェクト実施郡では、プロジェクトは好評価を得ているため、郡全体で実施する

よう計画を MOHP に提出予定。予算が付くかどうかは MOHP の判断による。 

 プロジェクトが雇った人材がトレーナーとして研修を実施している。 

 

以上 
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UN World Food Programme Nepal との面談 

日時 2007 年 8 月 14 日（火）15:15-16:30 

訪問機関 UN World Food Programme Nepal 

先方 Mr. Willem Thuring (Head of Programme) 

Mr. Leela Raj Upadhyay (CP Coordinator) 

当方 調査団員：石井団長、力丸、久保倉、小林（和）、石井（菜） 

JICA 事務所：Laximi Konwar（保健担当） 

 

1. WFP の活動 

 WFP は主に以下の 3 つのプログラムを実施している。①、②は Education for  All 

(EFA)ゴールに貢献する目的で、③は具体的な乳幼児の栄養状況改善に貢献する目的

で実施している。 

①School Feeding Programme (６歳～11 歳対象) 

  毎月 110ｇの大豆等を混ぜた栄養粉を支給している。 

②Girls Incentive Programme (女子児童対象)  

    毎月 2 リットルのオイルを学校で女子児童に支給し、女子の就学率を高めるイン

センティブとする。 

③Mother and Child Programme (6 ヶ月～36 ヶ月までの乳幼児および母親対象) 

 寄生虫駆除薬を配布。 

 

2. ＷＦＰのプロジェクト対象地域 

 極西部及び中西部の 11 郡で主に活動しているが、Girls Incentive Programme だけは

タライ平野の 5郡でも実施している。これはタライ地方におけるジェンダー格差及び

就学率の男女格差が大きいためである。Food Security の観点からは問題ないので

School Feeding は実施していない。Mother and Child Programme については、現在

東部の 1郡でも実施している。これらのプログラムを今後、他の地域にも拡げていき

たい。 

 

3. School Feeding Programme について 

 School Feeding Programme は EFA を目的としているため、成果は就学率や出席率の向

上といった指標から評価している。栄養不良の子どもは全国平均で 50％程度いると言

われているが、子どもの栄養状態がどの程度改善したかのモニタリングは、コストが

かかりすぎる理由もあり実施していない。 

 School feeding のやり方は、村によって異なる。村人がお金を出し合って料理人に賃

金を支払うケース、コミュニティの予算・労働で台所を建設するケース、コミュニテ

ィが貧しければ食べ物だけでなく皿・スプーン等までも支給するケースもあり、ケー

スバイケースである。 
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 校長やＳＭＣのマネジメント能力の向上のため、他ドナーや大学の先生といったロー

カルリソースを活用していきたい。 

 

4. プログラム実施時の主な問題 

 食糧配布時のネパール側のロジスティックが弱く、食糧の期限がきれてしまったり、

劣化してしまうことがある。 

 コミュニティや学校の School feeding への関心が低く、料理をしたがらないことが

ある。このような場合、学校やコミュニティが本当に School feeding を必要として

いるのか、協力停止の可能性も伝えつつ、関係者と話し合って解決している。 

 

5. 他ドナー、援助機関との連携 

 関連分野で活動するＵＮＩＣＥＦやＵＮＦＰＡとも今後コーディネーションを図っ

ていく。特に、学校保健分野でプロジェクトを行うＪＩＣＡとは、ぜひ連携していき

たい。 

 ＷＦＰはビタミン、ミネラルなどを含む栄養価の高い栄養粉を支給する School 

Feeding Programme を実施しているが、その持続性が課題であり、家庭菜園や学校菜

園等の導入した長期的な栄養改善アプローチが重要である。この点については NGO や

他ドナーと協力していきたい。 

 

以上 
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Save the Children Federation, Inc.USA との面談 

日時 2007 年 8 月 15 日（水）11:15-12:30 

訪問機関 Save the Children Fund USA 

先方 Ms. Naramaya Limbu (Program Director) 

Dr. Neena Khadka (Health Team Leader) 

当方 調査団員：石井団長、力丸、久保倉、小林（和）、石井（菜） 

JICA 事務所：Laxmi Konwar（保健担当） 

 

1. SCF USA の学校保健と栄養に関する活動 

 Save the Children Fund USA は、1999 年に学校保健活動を開始。過去はゴルカ郡と

ヌワコット郡でプログラムを実施。現在は、タライ地方のカイラリ郡、カンチャンプ

ール郡、シラハ郡でプログラムを実施している。ターゲットとする子どもの年齢は 6

歳から 18 歳。 

 主な活動として、寄生虫の駆除、Vitamin A やアイロンタブレットの配布、ヘルスチ

ェックアップ、学校保健担当教員への TOT、トイレ建設、SMC のキャパシティディベ

ロプメント（SMC が学校保健関連の予算や活動を SIP に入れるようサポート）を行っ

ている。ネパール国家学校保健栄養戦略の SO1-4 に対応して、これらの活動を整理し

ている。 

 現在は、戦略を実行し持続化させていくフェーズと捉えており、他ドナー、INGO との

連携が重要と考えている。SCF Italy から２年間のグランドを得たため、この予算で

本年 9 月から program Manager を雇い、MOHP と MOES のリンクを推進していきたい。

この program Manager を、JICA が設立を考えている中央レベルの委員会の事務局に

派遣するなどして連携することも可能。 

 教育局計画課に対して、中央レベルの年間計画の中で、学校保健関連活動について予

算化するようアドボカシーを行っている。 

 本年 9月に「学校保健栄養戦略」に基づき、関係者の学校保健活動の経験をシェアし、

今後の国家の関連活動を決めるワークショップを Save the Children 本部アドバイザ

ーの支援を得ながら両省と開催予定である。JICA にもぜひ参加して欲しい。 

 国家学校保健栄養戦略を、制度化していくことが今後の目的である。 

 MOHP でのフォーカルポイントは CHD の栄養セクション。 

 各郡レベルでの活動は、ローカル NGO を通して実施している。郡レベルでは、郡内の

活動実績を DHO や DEO とシェアしている。 

 郡内の VDC や学校を選ぶ際のクライテリアは以下の通りである。 

・  Primary school がメイン 

・ スポンサーファンドのいる学校（お金を集めることができるため） 

・ DEO との相談に基づき、ニーズの高い VDC・学校（Out-of-school children

の多い地域・学校、vulnerable group の多い地域・学校等） 
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2. 学校児童に多い健康問題 

 3 年前に現在のプロジェクト活動地域でベースライン調査を実施した結果、50～60％

の子どもが貧血であると判明した。 

 

3. プロジェクトのインパクト 

 Primary level の就学率は 92％。 

 Primary level では中退率が問題となっている。また、lower secondary level への

アクセスの問題も大きい。 

 

4. ローカル NGO との連携 

 各郡レベルでの活動は、ローカル NGO;カイラリ郡（Backward Society for 

Education:BASE）、カンチャプール郡（Nepal National Social Welfare Association: 

NNSWA）、シラハ郡（Bhawari Integrated Development Center: BIDC）を通して実施。

Save the Children Fund USA には、NGO Capacity Development Section があり、NGO

のトレーニングを行っている。（担当：Mr. Deepak koilala） 

以上 
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UNESCO との面談 

日時 2007 年 8 月 15 日（水）16：20-17：20 

訪問機関 UNESCO Nepal 

先方 Mr. Tap Raj Pant (National Program Officer) 

当方 調査団員：小林（和）、石井（菜） 

JICA 事務所：Krishna Prasad Lamsal（教育担当） 

 

1. UNESCO の活動 

 UNESCO では、おもに①EMIS（教育マネジメント情報システム）の技術支援、②ノンフ

ォーマル教育（Out of School Children の Equivalency 同等性プログラム、Community 

Learning Center (CLC)）支援を行っている。また、全国 30 郡において、NFE リソー

スセンターを通じて包括的な識字プログラムが実施されている。Out of School 

Children のプログラムでは、MOES の Non formal Education Centre を通して、ノン

フォーマル教育をカスキ郡、カトマンドゥ、ラリトプールで支援。10 ヶ月のコースで、

5年生と同等の知識や学力をつけられるようになっている。 

 学校保健に関しては、前期中等教育レベルの教員に対して、HIV/AIDS に関するレッス

ン計画についての研修を実施している。 

 現在 205 の Community Learning Centre (CLC)がネパール国内に設置されている。（一

つの CLC で 15,000～19,000 人をカバー。）現在、選挙区毎に一つの CLC を設置するこ

とを目指しているが、将来的には各ワード（VDC は 9 つのワードから成る）に一つの

CLC 設置していきたい。 

 現在の 205 の CLCs のうち、アクティブに活動を行っているのは 25％程。 

 CLCs の運営を行う social mobiliser の給料は年間 2400Rs。もっと高い給与を払い、

有能な social mobiliser を置いている CLC もある。 

 マオイスト紛争期は、紛争で移動せざるを得なかった Internal Displaced 

Persons(IDP)に対する技術支援プログラムを、CLCs を通して実施してきたが、現在は

終了。 

 CLCs はコミュニティの誰もがアクセスすることができるため、コミュニティ開発の場

として大きな可能性を持っている。 

 

2. その他 

 VDC の予算は、年間 100 万 Rs。このうち、25％が教育・保健分野に使われることにな

っている。 

 District Education Officeにおいては現在NFEのみを担当するセクションがないが、

今年から NFE セクションが設置される予定である。 

以上 
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Plan International Nepal との面談 

日時 2007 年 8 月 16 日（木）16：00-17：30 

訪問機関 Plan International Nepal 

先方 Mr. Kedar Baral 

当方 調査団員：石井団長、小林（和）、石井（菜） 

 

1. Plan International の学校保健に関する活動 

 「国家学校保健・栄養戦略」に基づき、Plan International では 10 年間のプロジェ

クトを実施予定。まず 1-2 郡で実施の予定で、既にマクワンプール郡との話し合いも

進めている。今後 10 年間に 6 郡程でプロジェクトを実施したいと考えている。現在

の予定はフムラ郡、ジャジャルコット郡、ムラン郡、スンサリ郡、ラウタハール郡、

バーラ郡、バンケ郡、バルディヤ郡、ダン郡である。これらの郡のうち、フムラ郡と

ジャジャルコット郡以外は、以前からプロジェクトを実施する等関係のある郡のため、

新しいプロジェクトも始めやすい。 

 既に話の進んでいるマクワンプール郡では、DEO、DHO、Drinking water office, NGOs

との話し合いが済み、群レベルの学校保健栄養コーディネーション委員会の設立がな

される予定。Plan Internationalからこの委員会をアサインしても強制力がないため、

DOHP・CHD のダイレクターが、9月に郡に行ってアサインの予定。 

 ターゲットは郡内の全ての学校とする。 

 プロジェクト実施に際し、Plan International がローカル NGO をトレーニングし、ロ

ーカルＮＧＯが実際のプロジェクトを実施する。（SMC へのトレーニング、学校保健担

当教員への TOT、RP へのトレーニング等）。NGO が実施してみて成功したら、政府側が

実施するように働きかけたい。 

 中央レベルでのコンタクトパーソン：MOHP・CHD の栄養セクション。 

 DHO と DEO 間を調整するコンタクトパーソンを一人アサインしている。 

 

2. 国家学校保健・栄養戦略およびガイドラインについて 

 現在のフォーカルポイントは MOHP・CHD の栄養セクションだが、いずれは National 

Planning Commission に移したい。 

 学校保健に関わる NGOs で学校保健ワーキンググループが、近々設立される。ワーキ

ンググループのホストは MOHP でチーフは前栄養セクションチーフの Ms. Sharada 

Pandey になる予定。NGOs だけでなく、ドナー機関も参加可能である。 

 当座は MOHP が戦略推進のイニシアティブをとり、MOES がそれに従うという方針が、

両省のセクレタリー間で合意されていたが、NSHNAC（国家アドバイザリー委員会）は、

MOHP と MOES からの Co-chairs となる。少なくとも assistant secretary レベル以上

の役職のオフィサーが就任するだろう。 
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 MOHP に Nutrition Centre を設立するようアドボカシーをしている。 

 ガイドラインの殆どを Mr. Kedar Baral 自身が執筆。執筆に際しては、カブレ郡で実

施された日本医師会によるプロジェクトのレポートも大変参考になった。 

 学校において実際に「戦略」を具現化する手段として、モニタリングフォームを準備

している。モニタリングの結果を関係者が集まって共有することが、教員の実践につ

ながる。 

 

3. 教員のモチベーションアップについて 

 学校保健担当教員はリソースセンターで研修を受ける。教員のモチベーションアップ

には、担当教員間の Peer pressure が大いに有効である。3 ヶ月毎に集まってミーテ

ィングを行い、レビューを行うことにより、Peer pressure を受けた教員のモチベー

ションが向上する。 

 

4. JICA 案件へのアドバイス等 

 DEO や DHO は既存の業務で忙しく、学校保健にフォーカスした活動を積極的に推進す

る時間はない。もしローカル NGO を使わないのならば、郡レベルのコーディネーター

を雇用する方がベター。 

 

5. その他 

 一郡全体で寄生虫駆除プログラムを実施するのに、最大で約 40 万 Rs（駆除剤代）か

かる。 

 Plan International としては学校保健活動は教育プログラムと連携しており、事業

を行う郡では教育プログラムが先行して実施されている。 

 

以上   
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２．ワークショップ結果
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３．事前評価調査議事録（M/M）
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４．初等レベル健康教育関連カリキュラム（英訳）
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